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テクノロジーの急速な発展とデータ量の増加に伴い、

近年、ビジネス界では数字を使いこなす力がますます求

められています。中小企業経営者においては、数字デー

タの解析スキルや数字の信頼性・正確性を判断する能力

も大切ですが、「数字に対するコミュニケーション能力」、

すなわち「数字センス」が最も重要だと私は考えていま

す。

そもそも、数字情報を第三者に伝える際には、簡潔か

つ明瞭であることが重要です。また、相手の理解度や知

識に合わせて、適切な言葉を添えることも求められます。

これが、ビジネスマンに求められる最低限の「数字テク

ニック」でしょう。しかし中小企業経営者には、もう一

歩踏み込んだ「数字センス」が必要です。これを使いこ

なすことによって、自社の商品やサービスを魅力的に発

信することが可能だからです。

そんな考えから、私は「数字センス」を鍛えるための

本、『食い逃げされてもバイトは雇うな―禁じられた数

字〈上〉』（光文社、2007年）『「食い逃げされてもバ

イトは雇うな」なんて大間違い―禁じられた数字〈下〉』

今、経営者に求められる 
数字のセンス
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（光文社、2008年）を出版しました。それが16年の時

を経て、今春、文庫版『数字が苦手じゃなくなる』（光

文社、2023年）になったので改めて読み返したのですが、

私は本書で、当時流
は

行
や

っていた以下の数字を、センスの

よい例として取り上げていました。

「Web2.0」

この数字の何が特徴的で、どうすごいのでしょうか。

もちろん、注目すべきは「2.0」という数字です。なぜ小

数第1位まで表記しているのかというと、ソフトウェア

のバージョン表記などでは「1.2」「3.0」「5.3」といっ

た数字がよく使われるため、これを意識したものだと思

われます。つまり、Webとの親和性が高い表現です。そ

して、敢
あ

えて「2.0」と名付けることで、過去のものが「1.0」

であったという前提を示しています。実際に、「あそこ

はまだWeb1.0だ」と皮肉られる会社もありました。さら

に、「2.0」という表現は、将来的に「3.0」「4.0」と進化

していくことをイメージさせます。「2.0」という数字

を使うことで、Webの世界が現在進行形であることを示

しています。

つまり、「2.0」という表現は、いくつかある数字のルー

ルのうち、①順序性（1、2、3…と順番が決まっている

こと）を有効に活用した手法でした。

現在でも、世間一般に普及している数字ワードとして、

次のようなものがあります。

「5G」「4K/8K」「P2P」「6次産業化」「Windows11」

「iPhone14」「インテルCore i7」「Office365」

「テスラ・モデル3」「2.5次元俳優」

「お笑い第7世代」「SNS総フォロワー数○○万人」

「PRODUCE 101（人気オーディション番組）」

数字のルールは①順序性の他に、「みんなが泣いた」

よりも「9割が泣いた」のように、ものごとの価値を具体

的に表現できる、という②価値表現や、国や時代が変わっ

ても数字自体の意味が変わらないことから信用の源泉

となる、という③不変性などがあります。

これらの数字のルールを活用し、顧客に対して適切な

コミュニケーション能力を持つことで、中小企業経営者

は、自社の商品やサービスの価値を効果的に伝え、ビジ

ネスを成功につなげることができるのです。

公認会計士・税理士、芸能文化税理士法人会長。大阪大学文学部卒。東進ハイスクール勤務後に公認会計士試
験合格。大手監査法人を経て、独立。著書『女子大生会計士の事件簿』シリーズ（KADOKAWA他）はシリーズ
累計100万部、『さおだけ屋はなぜ潰れないのか？―身近な疑問からはじめる会計学』（光文社、2005年）は168万
部を突破、会計本ブームの火付け役となった。現在、株式会社ブシロード等の社外監査役を務めるほか、YouTube

「オタク会計士ch」は登録者数60万人を超える。

公認会計士・税理士

山田 真哉 YAMADA Shinya
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日本公庫総研 研究リポート最 新

4

中小企業における事業承継問題の実態と変化
― 3回の「中小企業の事業承継に関するインターネット調査」結果から ―

中小企業経営者の高齢化が進むなか、事業承継問題の重要性が一層高まっている。当研究所では、

中小企業の事業承継の見通しや、後継者の決定状況別の中小企業の属性などを明らかにするため、

2023年1月に「中小企業の事業承継に関するインターネット調査」を実施した。本リポートでは、

同調査の結果をベースに、2015年9月と2019年10月に実施した同様の調査の結果と比較しなが

ら、中小企業における事業承継問題の実態と変化について分析していく。

総合研究所 研究主幹　深沼 　光
　　　　　　 研究員　原澤 大地
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進む中小企業経営者の高齢化

中小企業経営者の高齢化が進んでいる。帝国データ

バンクの企業情報データベースによると、日本の経営者

の平均年齢は、2004年12月には57.97歳であった。これ

が、2014年8月には59.82歳、2019年10月には60.99歳、

2023年1月には62.33歳と、上昇を続けている。2004年

12月には経営者全体に占める60歳以上の割合は44.5％、

70歳以上の割合は13.5％だったものが、2014年8月に

はそれぞれ54.9％、20.4％、2019年10月にはそれぞ

れ55.8％、26.9％と高まっており、2023年1月には、

60歳以上の割合は58.0％、70歳以上の割合は30.9％に

達した。

経営者の高齢化は、引退が近い経営者が増えているこ

とを意味する。では、経営者が事業から退いたときに、

どのくらいの中小企業が無事に次の世代に引き継がれる

のだろうか。あるいは、経営者の引退とともに廃業して

しまう中小企業は、どの程度存在するのだろうか。当研

究所は、こうした中小企業の事業承継の見通しを把握す

るとともに、後継者の決定状況別の中小企業の実態を明

らかにし、今後の課題について検討するため、2023年

1月に「中小企業の事業承継に関するインターネット調査」

を実施した。当研究所では、2015年9月、2019年10月

にも同様の調査を実施しているが、前述のとおり、その

間にも中小企業経営者の高齢化は進行している。そこで、

本リポートでは、可能なものについては過去の調査とも

比較しながら、中小企業の事業承継問題を考えていく。

なお、以下では各年の調査を、それぞれ2015年調査、

2019年調査、2023年調査と呼ぶことにする。

ウエイトづけによりバイアスを低減

最初に、2023年調査の実施要領を説明したい。調査は

インターネットにより無記名で実施した。調査対象は、

全国の中小企業（従業者数299人以下の企業）で、「農林

漁業」「不動産賃貸業」「太陽光発電事業」「株やFXの個

人投資家」は除いている。インターネット調査会社の登

録モニターのうち、20歳以上のモニターに事前調査を実

施し、詳細調査の調査対象を抽出した。詳細調査の有効

回答数は4,465件である。なお、従業者規模と経営者の

年齢が実際の分布に近づくよう、集計は各回答にウエイ

トをつけて行った。以下、本リポートで示すデータは、

すべてウエイトづけされたものである。ただし、回答数

（n）は実際の回答数である。

まず、回答企業の属性をみると、経営者の現在の年齢

は平均63.3歳で、「39歳以下」が1.7％、「40歳代」が

10.4％、「50歳代」が22.5％、「60歳代」が26.4％、「70歳

以上」が39.0％であった（図－1）。従業者数は平均7.8人

で、「1～4人」が65.4％、「5～9人」が16.5％、「10～

19人」が9.0％、「20～49人」が5.8％、「50～299人」が

調査時点 2023年1月

調査対象 全国の中小企業（従業者数299人以下の企業。「農林漁業」「不動産賃貸業」「太陽光発電事業」「株やFXの個人投資家」を除く）
※インターネット調査会社の登録モニターのうち、20歳以上のモニターに事前調査を実施し、詳細調査の調査対象を抽出した。

調査方法 インターネットによるアンケート（事前調査と詳細調査を実施）

有効回答数 4,465件（事前調査は1万7,252件）

「中小企業の事業承継に関するインターネット調査（2023年調査）」実施要領
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3.3％となっている（図－2）。業種は、「専門・技術サービ

ス業、学術研究」（18.1％）、「小売業」（11.5％）、「建設業」

（9.6％）、「製造業」（8.0％）、「情報通信業」（7.4％）、「医

療、福祉」（6.5％）などの順となった（表－1）。

中小企業の 6 割近くが廃業を予定

分析に当たって、サンプルを事業承継の見通しにより、

後継者が決まっており後継者本人も承諾している「決定

企業」、事業承継の意向はあるが後継者が決まっていない

「未定企業」、自分の代で事業をやめるつもりである「廃

業予定企業」、自分がまだ若いので今は決める必要がない

「時期尚早企業」の四つに類型化した（表－2）。

これらの回答割合の推移をみると、決定企業は2015年

調査が12.4％、2019年調査が12.5％、2023年調査が10.5％、

未定企業はそれぞれ21.8％、22.0％、20.0％、時期尚早企

業はそれぞれ15.9％、12.9％、12.0％と、いずれも減少傾

向にある。その一方で、廃業予定企業は、2015年調査時

点ですでに50.0％と半数を占めていたものが、2019年調

査では52.6％となり、2023年調査では57.4％と、実に

6割近くに達している。中小企業が次々に廃業していく

という問題は、より深刻化しているということができる

だろう。

2023年調査における類型分布を従業者規模別にみる

と、決定企業の割合は、「1～4人」では5.6％と非常に低

図－1　経営者の現在の年齢

図－2　従業者数

（注） 従業者数は、経営者本人、家族従業者（役員である家族を含む）、
役員・正社員（家族を除く）、非正社員（パート・アルバイト、派
遣社員・契約社員の合計。家族を除く）の合計（以下同じ）。

資料： 日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の事業承継に関するイン
ターネット調査（2023年調査）」（図－2、表－1も同じ）

（注）1  割合はウエイトづけして算出した値。ただしnは実際の回答数（以
下同じ）。

　　2  構成比は小数第2位を四捨五入して表示しているため、合計は
100％にならない場合がある（以下同じ）。

（単位：％）
（n=4,465）

業　種 割　合

建設業 9.6

製造業 8.0

情報通信業 7.4

運輸業 2.3

卸売業 5.9

小売業 11.5

不動産業 5.4

物品賃貸業 1.1

宿泊業 0.6

飲食サービス業 4.0

娯楽業 0.9

医療、福祉 6.5

教育、学習支援業 5.0

専門・技術サービス業、学術研究 18.1

生活関連サービス業 5.6

その他のサービス業 6.3

その他 1.8

表－1　業　種

（注）「持ち帰り・配達飲食サービス業」は「小売業」に含む（以下同じ）。
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い（図－3）。「5～9人」では16.0％、「10～19人」では

20.6％、「20～49人」では28.9％と、規模が大きくなるほ

ど割合は高まるが、それでも3割に満たない値である。

「50～299人」では22.3％と、理由は判然としないが割

合は低下している。未定企業は、「10～19人」（34.4％）、

「20～49人」（48.1％）、「50～299人」（41.5％）で、4類

型のうち最も高い割合となった。比較的規模の大きい中

小企業で、事業承継の意向はあるが後継者が決まってい

ないところが多いということは、社会的にも大きな課題

であるといえよう。廃業予定企業は、「1～4人」で71.8％

に達しており、「5～9人」でも42.8％と、4類型のなか

で最も回答割合が高い。一方、「10～19人」（28.5％）、

「20～49人」（6.3％）、「50～299人」（13.9％）と、規模が大

きくなると割合は低くなる傾向にある。時期尚早企業は、

「1～4人」で9.8％、「5～9人」で14.5％、「10～19人」

で16.4％、「20～49人」で16.7％、「50～299人」で22.3％

と、規模が大きくなるにつれて割合は高まっている。類

型ごとの平均従業者数は、決定企業が15.5人、未定企

業が14.1人、廃業予定企業が3.5人、時期尚早企業が

11.1人と、廃業予定企業の従業者規模が圧倒的に小さく

なっている。

次に、従業者規模別の類型分布を時系列でみていこう。

「1～4人」では、決定企業の割合が2015年調査で8.1％、

2019年調査で6.8％、2023年調査で5.6％と、徐々に低

下している。一方で、廃業予定企業の割合はそれぞれ

63.8％、66.9％、71.8％と高まった。「5～9人」「10～19人」

でも、決定企業の割合は、2015年調査でそれぞれ21.3％、

24.6％であったのが、2023年調査ではそれぞれ16.0％、

20.6％まで低下した。それに対し、廃業予定企業の割合

は、2015年調査のそれぞれ28.8％、20.6％から、2023年

調査ではそれぞれ42.8％、28.5％と、ともに高くなって

いる。規模の小さい企業ほど、自分の代で事業をやめよ

（単位：％）

分　類 アンケートの回答による定義 2023年調査 
(n=4,465）

2019年調査 
(n=4,759）

2015年調査 
(n=4,104）

決定企業 後継者は決まっている 
（後継者本人も承諾している） 10.5 12.5 12.4

未定企業

事業承継の 
意向はある 
が、後継者 
が決まって 
いない企業

後
継
者
は
決
ま
っ
て
い
な
い

後継者にしたい人はいるが本人が承諾
していない

20.0

3.3

22.0

5.1

21.8

3.4

後継者にしたい人はいるが本人がまだ
若い 4.8 4.6 6.0

後継者の候補が複数おり誰を選ぶかま
だ決めかねている 2.9 2.7 3.5

現在後継者を探している 7.7 7.6 7.7

その他 1.3 2.0 1.2

廃業予定企業 自分の代で事業をやめるつもりである 57.4 52.6 50.0

時期尚早企業 自分がまだ若いので今は決める必要が
ない 12.0 12.9 15.9

表－2　アンケートの回答による類型化と構成比

資料： 日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の事業承継に関するインターネット調査（2023年調査）」。なお、比較のため日本政策金融公庫総合研究所「中
小企業の事業承継に関するインターネット調査（2019年調査）」、日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の事業承継に関するインターネット調査（2015年
調査）」の結果を併記する場合は、それぞれ「2023年調査」「2019年調査」「2015年調査」と明記する（以下同じ）。
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うと考えている経営者が多く、その割合も年々高まって

いるようである。

ところが、規模の大きい企業では少し様子が異なる。

「20～49人」では、廃業予定企業の回答割合が2015年

調査で24.1％、2019年調査で19.5％、2023年調査で6.3％

と大きく低下しており、決定企業の割合がそれぞれ

15.9％、28.6％、28.9％と高まった。「50～299人」では、

廃業予定企業の割合はそれぞれ10.6％、9.0％、13.9％と、

横ばいないし若干高まっているものの、決定企業の割合

は2015年調査の12.3％から2019年調査の23.5％に高ま

り、2023年調査でも22.3％と前回並みを維持した。

このように、比較的規模の大きい中小企業では、決定

企業の割合は3割に満たない水準ではあるものの、以前

に比べれば後継者が決まっている企業が増えている。一

方で、中小企業の圧倒的多数を占める、規模の小さい中

小企業では、廃業が見込まれるところが増えており、事

業承継問題は二極化の傾向にあるといえそうだ。

すべての年齢層で 
廃業予定企業が増加

続いて、2023年調査における年齢別の類型分布をみて

いく。決定企業の割合は、「39歳以下」で9.0％、「70歳

以上」で13.6％と、年代別の差は意外に小さい（図－4）。

引退が迫っている「70歳以上」でもそれほど割合が高く

ないことは一つの課題であろう。未定企業の割合は、「39歳

以下」で14.1％と最も低く、「40歳代」で17.7％、「50歳

代」で20.9％、「60歳代」で21.4％、「70歳以上」で

19.4％となった。廃業予定企業の割合は、「39歳以下」で

は21.3％にとどまるが、「40歳代」で40.7％、「50歳代」

で50.5％と、年齢が高くなるにつれて割合が高まり、「60歳

代」では61.2％、「70歳以上」では65.0％に達した。逆

に、時期尚早企業の割合は、「39歳以上」で55.6％と

最も高く、年齢の高まりにつれて低下している。類型ご

との平均年齢をみると、決定企業は66.2歳、未定企業は

63.6歳、廃業予定企業は64.5歳、時期尚早企業は52.5歳

であった。

年齢別の類型分布を時系列でみてみると、決定企業の

割合は、「39歳以下」では、2015年調査で2.0％にとど

まっていたものが、2019年調査では6.6％、2023年調査

では9.0％と、徐々に高まっている。「40歳代」においても、

それぞれ3.2％、4.3％、6.3％と同様の傾向にあり、若い

図－3　従業者規模別の類型分布
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うちに後継者を決めている経営者は増えているようだ。

一方、「50歳代」ではそれぞれ7.4％、8.9％、6.8％、「60歳

代」ではそれぞれ16.2％、12.5％、11.0％、「70歳以上」

ではそれぞれ18.2％、18.6％、13.6％と、若干のでこぼこ

はあるものの、割合は低下する傾向にある。

続いて廃業予定企業の割合をみると、「39歳以下」で

は2015年調査で19.0％、2019年調査で20.3％、2023年

調査で21.3％、「40歳代」でそれぞれ36.1％、37.5％、

40.7％、「50歳代」でそれぞれ46.2％、49.4％、50.5％、

「60歳代」でそれぞれ57.2％、57.1％、61.2％、「70歳以

上」でそれぞれ56.0％、59.1％、65.0％と、すべての年齢

層で高まっている。全体の廃業予定企業の割合が、2015年

調査時点の50.0％から2023年調査の57.4％に増加し

たのは、経営者の年齢が上昇したことに加え、各年齢層

での割合が高まっていることも一つの要因となっている

ことがわかる。

宿泊業の廃業予定企業の割合が上昇

事業承継の見通しの業種による違いと、その変化につ

いて、廃業予定企業の割合からみていこう。

2023年調査において、廃業予定企業の割合が「全体」

の57.4％よりも高かったのは、「宿泊業」（70.1％）、「専

門・技術サービス業、学術研究」（67.3％）、「生活関連

サービス業」（65.8％）、「小売業」（63.6％）、「教育、学習支

援業」（62.9％）、「情報通信業」（59.1％）、「その他」（59.0％）

の7業種である（表－3）。「物品賃貸業」（32.1％）、「不

動産業」（45.3％）、「運輸業」（45.8％）、「製造業」（47.3％）

の4業種は、「全体」を10ポイント以上下回った。

2015年調査からの変化をみると、「宿泊業」では2015年

調査の42.1％が、2019年調査では28.8％と13.3ポイン

ト低下したものの、2023年調査では70.1％と41.3ポイン

ト上昇している。この動きは、インバウンドによる需

要の増加と、コロナ禍による需要の低迷を反映してい

る可能性がある。「宿泊業」の2015年調査から2023年調

査にかけての上昇幅は28.0ポイントであった。このほか、

「情報通信業」（20.9ポイント）、「その他」（20.3ポイン

ト）、「卸売業」（14.7ポイント）、「不動産業」（13.3ポ

イント）、「生活関連サービス業」（13.3ポイント）、「医療、

福祉」（13.2ポイント）、「教育、学習支援業」（12.2ポイン

ト）、「娯楽業」（10.8ポイント）、「物品賃貸業」（8.7ポイン

図－4　現在の年齢別の類型分布
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ト）で、「全体」の上昇幅である7.5ポイントを上回った。

これらの業種を含め、ほとんどの業種で2015年調査から

2023年調査にかけて廃業予定企業の割合が高まっている。

ただし、例外として、「飲食サービス業」（－5.1ポイン

ト）、「その他のサービス業」（－2.5ポイント）、「製造業」

（－2.4ポイント）では上昇幅がマイナスとなり、2015年

調査から2023年調査にかけて、廃業予定企業の割合が

低下するという結果になった。理由は判然としないが、

コロナ禍の影響を非常に強く受けたと考えられる「飲食

サービス業」については、もともと廃業予定だった企業

が早めに退出したことによって、廃業予定企業の割合が

低下した可能性がある。

実子を後継者候補に選ぶ企業は 
減少傾向

ここからは、後継者候補についてみていきたい。まず、

後継者が決まっており後継者本人も承諾している決定企

業の後継者候補をみると、2023年調査では、「長男」が

33.7％で最も高い割合であった（図－5）。続いて、「役員・

従業員（親族以外）」が19.1％、「上記以外の親族」が10.7％、

「社外の人（親族以外）」が10.4％などとなっている。

ただ、過去の調査と比べると、「長男」の割合は2015年

調査が51.1％、2019年調査が45.2％、2023年調査が

33.7％と、急速に低くなっている。「長男以外の男の実子」

を加えた「男の実子」でみても、それぞれ61.3％、55.3％、

39.4％と低下が著しい。一方、「上記以外の親族」（それぞ

れ5.2％、8.8％、10.7％）、「役員・従業員（親族以外）」

（それぞれ12.3％、16.3％、19.1％）、「社外の人（親族以

外）」（それぞれ3.2％、4.0％、10.4％）の割合は上昇してい

る。「役員・従業員（親族以外）」と「社外の人（親族以外）」

を合わせた「親族以外」の割合は、2015年調査の15.5％

から2023年調査では29.5％へと大幅に上昇している。

次に、事業承継の意向はあるが後継者が決まっていない

未定企業のうち、後継者候補が1人あるいは複数いる企業に

対して、後継者候補を尋ねたところ、2023年調査では「長

男」の割合が33.5％で最も高く、「役員・従業員（親族以

外）」（28.6％）、「社外の人（親族以外）」（12.8％）、「上記以

外の親族」（9.8％）がそれに続く（図－6）。過去の調査と比

（単位：％、ポイント）

業　種 2015年調査 
（n=4,099）

2019年調査 
（n=4,759）

2023年調査 
（n=4,465）

建設業 52.3 48.2
（-4.1）

52.8
（0.5）

製造業 49.7 49.2
（-0.5）

47.3
（-2.4）

情報通信業 38.2 53.8
（15.6）

59.1
（20.9）

運輸業 44.5 41.8
（-2.8）

45.8
（1.3）

卸売業 36.1 43.6
（7.5）

50.8
（14.7）

小売業 56.1 56.5
（0.3）

63.6
（7.4）

不動産業 32.0 39.2
（7.2）

45.3
（13.3）

物品賃貸業 23.4 21.4
（-2.0）

32.1
（8.7）

宿泊業 42.1 28.8
（-13.3）

70.1
（28.0）

飲食サービス業 58.3 62.1
（3.8）

53.2
（-5.1）

娯楽業 44.4 62.3
（17.9）

55.2
（10.8）

医療、福祉 42.8 47.2
（4.3）

56.0
（13.2）

教育、学習支援業 50.7 54.5
（3.8）

62.9
（12.2）

専門・技術サービス業、学術研究 63.5 63.3
（-0.2）

67.3
（3.8）

生活関連サービス業 52.5 60.8
（8.4）

65.8
（13.3）

その他のサービス業 54.7 48.8
（-6.0）

52.2
（-2.5）

その他 38.7 52.6
（13.9）

59.0
（20.3）

全　体 50.0 52.6
（2.6）

57.4
（7.5）

表－3　廃業予定企業の割合（業種別）

（注）1 濃い網かけは60％以上、薄い網かけは50％以上60％未満。
　　2 業種ごとのnの記載は省略。
　　3 割合の下の（　　）は、2015年調査からの増減。
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べると、「長男」の割合は2015年調査が42.7％、2019年調

査が36.4％、2023年調査が33.5％と、決定企業と同じく大

きく低下している。「男の実子」でみても、それぞれ50.5％、

42.8％、41.6％と同じ傾向がみられた。これに対し、「上記

以外の親族」（それぞれ9.6％、10.6％、9.8％）、「役員・従

業員（親族以外）」（それぞれ22.7％、24.0％、28.6％）、「社

外の人（親族以外）」（それぞれ10.6％、14.8％、12.8％）は、横

ばいまたはやや上昇している。「親族以外」の割合も、2015年

調査の30.2％から2023年調査の38.8％へと高まった。

このように、決定企業でみても、未定企業でみても、

かつては男の実子、特に長男が事業を承継することが主

流だったものが、かなりの速さで親族以外への承継に移

行してきていることがわかる。これは、少子化の影響に

加えて、経営者や家族の事業承継に対する考え方が変化

図－5　後継者候補（決定企業）

（注） 2015年調査では、「長女」「長女以外の女の実子」を合わせて「女の実
子」として尋ねた（図－6も同じ）。

図－6　後継者候補（後継者候補がいる未定企業、複数回答）

（注）1  未定企業のうち、後継者が決まっていない理由として「後継者に
したい人はいるが本人が承諾していない」（未定企業のうち
16.3％）、「後継者にしたい人はいるが本人がまだ若い」（同
23.8％）、「後継者の候補が複数おり誰を選ぶかまだ決めかねてい
る」（同14.6％）のいずれかを回答した企業（同54.7％）に尋ねた。

　　2  「男の実子」は「長男」または「長男以外の男の実子」の少なく
とも一つを、「親族以外」は「役員・従業員（親族以外）」または

「社外の人（親族以外）」の少なくとも一つを回答した企業。
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しているとも推測される。なお、2023年調査で決定企業

と未定企業の後継者候補を比べると、「男の実子」の割合

は後者が2.2ポイント高く、「親族以外」の割合は後者が

9.3ポイント高い。後継者が最終決定していない企業では、

もともと男の実子がいないか、いたとしても事業を継ぐ意

思がないために、「男の実子」の割合が低くなり、「親族

以外」の候補者の割合が高まっているものと考えられる。

経営資源の引き継ぎを望む 
割合が上昇

現時点で後継者が決まっていない未定企業に対して、

最終的に後継者が見つからなかった場合、無償譲渡や売

却等によって、同業者や独立予定の従業員に引き継いで

もらいたい経営資源があるかを尋ねたところ、2023年調

査では「事業全体」との回答が53.4％と最も多かった

（図－7）。続いて、「従業員」（27.0％）、「販売先・受注先（企

業・一般消費者など）」（17.3％）、「設備（機械・車両な

ど）」（15.0％）、「土地・店舗・事務所・工場（経営者・家

族または法人名義の物件）」（15.0％）、「仕入先・外注先」

（13.7％）、「のれん・ブランド」（12.0％）、「製品・商品」

（11.2％）などが挙がっており、さまざまな経営資源を

引き継いでもらいたいと考えているようだ。「引き継いで

もらいたい経営資源はない」との回答は、23.7％にとど

まった。後継者が見つからずに廃業することになった場

合に、従業員や取引先などへの影響を少しでも和らげよ

うという意識が、これらの回答に表れていると思われる。

なお、2019年調査と比べて、それぞれの選択肢の回答

割合は大きくは変わっておらず、傾向はほぼ同じである。

ただ、「事業全体」の回答割合が50.3％から53.4％へと若

干上昇する一方で、「引き継いでもらいたい経営資源はな

い」は28.8％から23.7％へと低下しており、経営資源の

引き継ぎを考える企業は増えているようだ。

後継者難による廃業は 3 割程度

前述のとおり、廃業予定企業の割合は増加傾向にある。

では、そうした企業では、どのような理由で廃業を選ん

でいるのだろうか。2023年調査において、廃業理由とし

て最も回答割合が高かったのは、「そもそも誰かに継いで

図－7　引き継いでもらいたい経営資源（未定企業、複数回答）

（注） 最終的に後継者が見つからなかった場合、無償譲渡、売却等によっ
て、同業者や独立予定の従業員などに引き継いでもらいたい経営
資源について尋ねた。
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もらいたいと思っていない」（45.2％）であった（図－8）。

「事業に将来性がない」と「地域に発展性がない」は、

それぞれ22.1％、3.2％で、これらを合わせた「業績不振」

は25.3％となっている。「子どもがいない」（12.1％）、「子

どもに継ぐ意思がない」（10.9％）、「適当な後継者が見つ

からない」（5.4％）を合わせた「後継者難」は28.4％み

られた。

2019年調査では、「そもそも誰かに継いでもらいたい

と思っていない」が43.2％、「業績不振」が26.5％、「後

継者難」が29.0％で、回答割合は大きくは変わってはい

ないようだ。

次に、廃業理由として「そもそも誰かに継いでもらい

たいと思っていない」と回答した企業に対し、その理由

を詳しく尋ねると、2023年調査では、「経営者個人の感

性・個性が欠かせない事業だから」（24.4％）が最も多い

（図－9）。続いて、「自分の趣味で始めた事業だから」

（23.8％）、「経営者個人の人脈が欠かせない事業だから」

（16.6％）、「後継者に苦労をさせたくないから」（16.5％）、

「高度な技術・技能が求められる事業だから」（16.2％）、

「個人の免許・資格が必要な事業だから」（15.4％）、「長

期の訓練・修業が必要な事業だから」（9.3％）などとなっ

ている。これらの選択肢の多くは、経営者の属人的な資

質や人脈などが事業と強く結びついていることを示して

いる。同様の資質をもった後継者を探すのは容易ではな

いことから、事業承継が難しいと考える経営者が多いよ

うである。

2019年調査をみると、「経営者個人の感性・個性が欠

かせない事業だから」（27.2％）、「自分の趣味で始めた事

業だから」（20.6％）までは順番が同じで、「高度な技術・

技能が求められる事業だから」（17.7％）、「個人の免許・

図－8　廃業理由（廃業予定企業） 図－9　 そもそも誰かに引き継いでもらいたいと思っていない
理由（廃業予定企業、複数回答）

（注）1  廃業予定企業のうち、廃業理由として「そもそも誰かに継いでも
らいたいと思っていない」と回答した企業に尋ねた。

　　2  ［　　］内は2023年調査と2019年調査それぞれの廃業予定企業
全体に対する割合。
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資格が必要な事業だから」（17.2％）、「経営者個人の人脈

が欠かせない事業だから」（16.3％）と続いている。「後継

者に苦労をさせたくないから」は16.2％、「特に理由はな

い」は21.0％で、2023年調査とほぼ同じ水準であり、回

答割合と順番には多少の変動があるものの、傾向はあま

り変化していないようである。

廃業予定企業の半数が 
5 年以内に廃業

廃業予定企業の経営者は、何歳くらいまで事業を続け

ようと考えているのだろうか。廃業予定年齢をみると、

2023年調査では、「80歳以上」が24.8％、「75～79歳」

が28.9％、「70～74歳」が21.4％、「65～69歳」が14.5％

などとなった（図－10）。約9割が65歳以上と回答して

おり、勤務者の定年と比べて高齢になっても働き続けた

いと考える経営者が多いようである。ここで、先に挙げ

た四つの年齢層の回答割合を、2019年調査（それぞれ

18.8％、30.0％、25.6％、16.0％）と比べてみると、「80歳

以上」が6.0ポイント高まっているのが目立つ。平均も

72.1歳から72.6歳に上昇しており、経営者の高齢化だけ

ではなく、廃業予定年齢の高齢化も同時に進んでいるよ

うである。

廃業予定企業のすべてが直ちに廃業するわけではない。

では、一体どのくらいのペースで廃業していくのだろう

か。廃業予定年齢から現在の年齢を引いて算出した廃業

予定時期をみると、2023年調査では「5年以内」が49.6％

と約半数に達した（図－11）。2019年調査の43.6％と比

べて、短期間で6.0ポイント上昇している。また、2019年

調査から2023年調査にかけて、「6～10年後」は29.0％

から27.7％へ、「11～15年後」は13.0％から10.8％へ、

「16～20年後」は6.7％から6.2％へ、「21年後以降」は

7.6％から5.7％へとそれぞれ減少しており、全体的に短

い方へシフトしている。廃業予定年齢の上昇によって多

少は廃業までの期間が延びている可能性があるとはいえ、

高齢化の影響を抑えることはできない。各企業が廃業す

るまでに残された時間は少なくなっており、廃業による

中小企業の減少という問題は、より差し迫ったものになっ

ているといえるだろう。

廃業の増加による悪影響を 
避けるための二つの方策

本リポートでは、中小企業における事業承継の実態と

変化について、2023年調査の結果を2015年調査、2019年

調査と比較しつつ分析した。その結果、廃業予定企業の

図－10　廃業予定年齢（廃業予定企業）

（注） 「何歳くらいまで現在の事業を経営したいと思いますか」という設
問に対する回答。

図－11　廃業予定時期（廃業予定企業）

（注） 「何歳くらいまで現在の事業を経営したいと思いますか」という設
問で答えた年齢から、現在の年齢を引いた年数。
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割合は、2015年調査の50.0％から、2019年調査では

52.6％、2023年調査では57.4％と上昇していること、2023年

調査ではすべての年齢層で廃業予定企業の回答割合が

高まっていることがわかった。また、ほとんどの業種で

2015年調査から2023年調査にかけて廃業予定企業の割

合が高まっていること、コロナ禍の影響を大きく受けた

宿泊業で廃業予定企業の割合が大幅に高まったことが示

された。さらに、かつては男の実子、特に長男が事業を

承継することが主流だったものが、かなりの速さで親族

以外への承継に移行してきていること、経営資源の他者

への引き継ぎを考える企業が増えていることといった、

事業承継をめぐる状況の変化も明らかとなった。経営者

の高齢化の影響は深刻であり、廃業予定企業の半数が5年

以内に廃業すると推測されることもわかった。

廃業の増加は、雇用の喪失や産業競争力の減退につな

がり、経済に対して大きな悪影響を与える。小売業や個

人向けサービス業など、地域の社会的インフラとなって

いるような企業が廃業することで、生活に支障が生じて

いる地域はすでに出てきているが、今回の調査結果から

は、こうした現象が一気に広がることもあり得る状況で

あることがみてとれる。

こうした事態を避けるためには、大きく二つの方策が

求められよう。

一つ目は、親族以外への事業承継を後押しすることで

ある。比較的規模の大きい企業や経営者が高齢の企業で

も、後継者が決まっていない未定企業は少なくない。廃

業予定企業の約3割は後継者難を理由に挙げている。後

継者を親族に絞ってしまうと、候補となり得る人の数は

おのずと限られる。後継者候補が事業承継を承諾してく

れない可能性まで考えると、より広い範囲で候補者を探

すことが、事業承継の可能性を高めるためには欠かせな

い。実際、親族以外の役員・従業員や社外の人を後継者

候補とする企業は増えてきている。

この流れを加速させるためには、後継者候補を親族に

こだわらず計画的に育成することに加え、後継者にとっ

て魅力のある企業をつくり上げていくことが、現経営者

には求められる。金融機関が融資における経営者の個人

保証の免除を進めるなど、現経営者の個人資産を受け継

ぐわけではない親族以外の人が経営者になりやすい環境

を整備していくことも必要であろう。

二つ目は、廃業が避けられない場合でも、経営資源を

円滑に引き継げるようにすることである。やむを得ない

理由により後継者が決められなかったとしても、顧客、

商品、従業員を引き継いでもらえば、地域経済や雇用へ

の影響を抑えることができる。まだ使える設備を手に入

れることも、引き継ぐ側にはメリットとなる。こうした

さまざまな経営資源を活用することで、引き継いだ企業

はコストやリスクを抑えつつ、事業の拡大や多角化を進

めることが容易になるだろう。既存企業ではなく、新た

に創業する人が引き継ぐケースも想定される。

ただ、廃業する企業の身近に、経営資源を譲り渡す相

手がいるとは限らない。経営者に譲り渡す気があっても、

譲渡先をなかなか見つけられない可能性もある。経営資

源の引き継ぎを活発化させるには、譲り渡す企業と譲り

受ける企業のマッチングの場を増やすとともに、より広

域の情報が伝わるような仕組みづくりが必要だろう。マッ

チングに参加する企業の数を増やしていくことも重要

である。また、相手が見つかったとしても、実際に譲渡

を進めようとすると、契約内容や譲渡価格などをめぐっ

て問題が発生するかもしれない。こうした実務面の問題

に対する支援を充実させていくことも求められる。

すべての廃業をなくすのは不可能だとしても、望まな

い廃業や経営資源の散逸を防ぐことは、経済社会にとっ

て重要な課題である。経営者の高齢化が進行するなかで、

対応策の強化に本腰を入れて取り組むべき正念場が訪れ

ている。



日本公庫・研究ワークショップ

日本で活躍する外国人経営者

当研究所は、2022年から「日本公庫・研究ワークショップ」を開催している。日頃の研究成果

をもとに、当研究所のスタッフと学識経験者や企業経営者が、研究成果の発表やディスカッション

などを行うもので、日本政策金融公庫のホームページで動画を公開している。

今回は、4月13日に実施した2023年第1回目の内容を要約してお届けする。テーマは「日本で

活躍する外国人経営者」である。第1部では、中川ジャパン㈱代表取締役のビョン・ハイバーグ氏

に日本で事業を経営する楽しみについて、第2部では、中央大学商学部教授の根本忠宣氏に外国

人創業の重要性と推進のための課題について講演いただいた。第3部では、講演の内容を踏まえ、

当研究所のスタッフを交えてディスカッションを行った。日本全体で経営者の高齢化や中小企業

の廃業が進むなか、外国人経営者は産業や地域経済の新たな担い手として期待されている。一方、

日本語での会話や読み書きの問題、ビジネスカルチャーの違いなどに直面することが考えられる。

日本で経営したいと考える外国人を円滑に受け入れるための方策を探った。
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第１部　講　演
日本で事業を経営する楽しみ

中川ジャパン㈱
代表取締役　Bjorn Heiberg（ビョン・ハイバーグ）氏

1969年、カナダのオンタリオ州生まれ。デンマーク育ち。1992年、ワーキングホリデー
を利用して来日。2003年、大阪府堺市の刃物メーカーで仕事を始める。2011年に大阪市浪
速区、2015年に東京都墨田区に包丁専門店「タワーナイブズ」を開業。

来日して包丁の世界に

わたしはカナダ生まれ、デンマーク育ちです。来日し

て30年、包丁専門店「タワーナイブズ」を始めて10年

が経ちました。店舗は2カ所あり、一つが大阪にある通

天閣のすぐそば、もう一つが東京スカイツリータウンに

あります。いろいろな刃物を取り扱っていますが、メイン

は料理包丁です。

そもそもなぜ、日本で包丁店を経営するに至ったのか

を説明します。原点は子どもの頃の体験にあります。わ

たしは農家で育ちました。森に囲まれていて、木や枝を

切るために、鉈や斧、ハサミをよく使っていたので、刃

物にこだわりがありました。自宅で使用していた鉈や斧

のうち、きれいに切れるものが日本製だったのを覚えて

います。のちに、日本の漫画を通じて、刀の切れ味がす

ばらしいことも知り、いつか日本に行ってさまざまな刃

物を見てみたいと強く思うようになりました。

そして23歳のとき、ワーキングホリデーを利用して来

日しました。初めの10年間は英会話講師やバーテンダー

などいろいろな仕事をしました。転機が訪れたのは貿易

会社で仕事をしていたときです。2003年、商談で大阪府

堺市にある刃物メーカーに行った際、「輸出を手伝ってほ

しい」と誘われました。輸出に力を入れるため、海外向

けの担当者を探していたようです。これも何かの縁と考

え、思い切って転職しました。その後、メーカーで働く

うちに、全国から秀逸な包丁を集めて店を出したいと思

うようになり、2011年に開業しました。

新世界で包丁専門店を出店

次に、なぜ大阪に店を開いたのかをお話しします。来

日後、最初に住んだのは東京でした。皆が同じようなスー

ツを着て、忙しそうに仕事に向かう姿を見て、カルチャー

ショックを受けました。一方、あるとき大阪に行くと、

道行く人があいさつをしてくれるなど、東京では感じら

れなかった人間の温かさを感じることができました。

それがきっかけで大阪が好きになり、移り住んだのです。

開業に当たっては、住んでいた場所に近く、何より交通

の便が良い浪速区の新世界を選びました。さまざまな商
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店が集まるエリアです。

新世界というと、荒っぽい土地柄をイメージする人も

少なくないでしょう。わたしも、オープンした頃は、そ

う思ったことがあります。店の外にチラシを30枚ほど置

いていたのですが、初日ですべて消えてしまったのです。

そんなにすぐなくなるわけがないと不審に思いつつ、次

の日もチラシを置いて注意していたのですが、また全部

なくなっていました。外国人の店ということでいじめら

れているのかもしれないと思い、悲しくなりました。と

ころが、近くの店で飲んでいると、カウンターに当店の

チラシが並べてあり、壁にも貼ってあることに気づきま

した。また、周辺の多くの商店にも、同じように当店の

チラシが置いてあったのです。これには正直驚きました。

実は、地元の人たちが応援してくれていたのです。

外国人の経営者にとって、日本の人たちが受け入れて

くれるかは、とても心配なことです。この点、わたしは

環境に恵まれていたと思います。

人とのつながりがモチベーションに

わたしたちタワーナイブズの仕事は、包丁を売ること

だけではありません。日本の刃物業界が生み出す製品の

良さや、ものづくりの大切さを多くの人に理解してもら

いたいと考えています。店にはただ包丁を陳列するだけ

でなく、実際に野菜を切る実演ブースや、職人が包丁を

つくるところを見られる工房を設置しました。

ある日、ツアーガイドがトイレを借りに来たとき、店

内を見てこれは面白いと言ってくれました。それ以降、

毎日のようにツアー客を連れて来てくれるようになった

のです。こうした人のつながりを大切にしています。

お客さま一人ひとりに商品の良さをきちんと説明すれ

ば、しっかり伝わると実感しています。新型コロナウイ

ルスが落ち着き、最近は海外からの観光客が戻ってきま

した。当社の強みは、フランス語やデンマーク語など英

語以外の外国語でも対応できることです。観光客の母国

語に合わせれば、包丁の材料、つくり方、使い方など詳

しい話で盛り上がることができます。包丁についてだけ

でなく、おいしいレストランやお酒なども紹介していま

す。店に1、2時間と滞在する人も珍しくありません。

結果として、口コミでお客さまが増えました。今はイン

ターネットの時代ですが、当店には、友達や親戚、仕事

仲間に直接聞いて来たという人が多いです。大阪に行

くなら通天閣の、東京に行くならスカイツリーのそばに

ある店に行くよう勧められるそうです。別のサイズがほ

しい、今使っているものを研いでほしいといったことで

再度来店する人も多いです。たまに、買い物ではなくあ

いさつするために来たという人もいます。こうしたお客

さまとのつながりにより、海外と日本のかけ橋になって

いると実感できることが、経営の楽しみです。

お客さまの喜ぶ顔を見るのが何より幸せである一方、

包丁専門店をビジネスとして成立させなければ、ものづ

くりを応援することはできません。業界が衰退し、良い

包丁がなくなれば、料理の質は落ちてしまいます。店を

盛り上げて、次の時代にすばらしい包丁をたくさん残せ

ればうれしいです。

図　ハイバーグ氏の歩み

資料：ハイバーグ氏作成

ビョン ハイバーグ 氏 中川ジャパン株式会社 代表取締役社長

講演者紹介

年 カナダ・オンタリオ州生まれ、２歳からデンマーク育ち

年 ワーキングホリデーを利用して来日

年 堺市の刃物メーカーで勤務

年 大阪市浪速区（新世界）でタワーナイブズを開業

年 法人設立

年 東京都墨田区でタワーナイブズ東京店を開業

年 大阪市浪速区（新世界）に刃物工房を開設

略 歴
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日本公庫・研究ワークショップ
日本で活躍する外国人経営者

第２部　講　演
外国人創業の重要性と推進のための課題

中央大学商学部
教授　根本 忠宣（ねもと ただのぶ）氏

慶応義塾大学商学部卒業、中央大学商学研究科修了。富士銀行、三和総合研究所、東京
都立大学経済学部・首都大学東京経営系非常勤講師等を経て2005年より現職。中小企業金
融、公共経済、地域振興に関する研究を長年行っている。著書に『基軸通貨の政治経済学』

（学文社、2003年）、『日本の新規開業企業』（共著、白桃書房、2005年）など。

見劣りする働く場としての魅力

日本で外国人の創業者を増やしていくことが、なぜ大

事なのか、また、そのために考えられる課題や取り組み

について、お話ししたいと思います。

外国人創業者が注目されている背景には、ある研究結

果があります。それは、米国が移民創業者によって経済

的な恩恵を受けているというものです。米国において移

民創業者は、雇用を生み出す存在となっています。つま

り、移民が立ち上げた企業に、多くの自国民が雇用され

ているのです。

米国は、移民の力を借りることで経済を成長させてい

る好例といえますが、世界からみれば特殊な例です。日

本を含む多くの国では、自国民が経済活動の中心として

活躍しています。とはいえ、日本では少子高齢化が急速

に進み、人口構成が大きく変わってきました。米国ほど

ではないにしても、少しずつ外国人の移民を受け入れて、

その人たちに活躍してもらう場を提供していく必要があ

るでしょう。

ここで、Global Talent Competitiveness Index（GTCI）と

いう調査レポートを紹介します。簡単に説明すると、「いか

にその国が人財を育成し、成長させるか。また、人財を呼

び込む魅力を有するか」など複数の指標で、約130カ国

の魅力度を推計した資料です。ここに登場するGTCIス

コアと経済成長率には正の相関があります。2022年の

日本のスコアは59.77で全体の24位となっており、1位

のスイス（GTCIスコア78.20）、2位のシンガポール（同

75.80）などと比べると、だいぶ劣位しています。また、

Attractという外国人から見た日本の魅力度を表す項目

のランキングは48位となっています。高所得国といわれ

る国のなかでは最下位に近いです。こうした現状を踏ま

えると、どれだけ多くの外国人に日本で働いてもらい、

さらにはジョブクリエーターとなってもらえるのかが、

今後の課題になります。

移民創業者を増やすという観点で、留学生に注目して

みましょう。米国の調査によれば、多くの移民創業者は

米国の教育機関で教育を受けていることがわかっていま

す。また、米国で事業に失敗した人でも、自国に戻って

改めて起業し、成功するケースが多いことも知られてい

日本政策金融公庫 調査月報
August 2023 No.179

19



ます。米国は、さまざまな国から優秀な人材を集め、加

えて、起業家として育ちやすい環境を提供しているので

す。こうした場として日本が同じように機能するかはわ

かりません。しかし、起業家の予備軍ともいえる留学生

をどれだけ多く集められるかは重要といえるでしょう。

日本人だけではいけないのか

ここまで、米国を例に外国人の存在が重要であること

を説明してきました。では、日本人だけではだめなので

しょうか。そう考えられる背景を三つ挙げると、一つ目

は、日本の若年層が創業よりも大企業や役所への就職な

ど、安定を選好する傾向にあることです。二つ目は、既

存企業による人材投資が少なく、社外学習や自己啓発を

行う個人の割合も低いことです。これらは国際比較を行っ

た調査によりわかりました。三つ目は、生産年齢人口

が減少していることです。こうした状況では、日本経済

の成長は頭打ちとなり、先細りするだけとなります。外

国人抜きで、日本の経済のパイを維持、あるいは拡大し

ていこうとするのは難しいでしょう。ですから、外国人

を日本の一員として受け入れていくことが必要なのです。

また、経済的な面だけでなく、文化的な面でも外国人

は日本に良い影響を与えてくれると考えています。日本

での生活を当たり前に感じているわたしたちにとって、

自国のどこが良いかをあえて考えたり、議論したりする

機会はあまりないでしょう。ほぼ日本人だけで構成され

てきたわが国にとって、相対的な視点をもつ外国人は、

自国の強みや弱みを浮き彫りにしてくれる存在といえま

す。歴史的にみても、東洋美術史家のアーネスト・フェ

ノロサや作家のラフカディオ・ハーンなど、日本文化を

理解する外国から来た人の活躍によって、日本人自身が

日本の良さを思い出させてもらっていたように感じます。

外国人創業に期待される領域とは

もちろん、外国人をただ集めるだけではいけません。

その後の創業をどのように支援していくべきかを考えて

みましょう。わたしは、外国人創業に期待される領域が

あると考えています。例えば、「地域商店街」のほか、第

1部で講演されたハイバーグさんが取り組まれている

「日本文化の継承」や、今後さらに重要な産業になり得

る「観光ビジネス」などが挙げられます。まんべんなく

ではなく、いくつかの領域を選択し、重点的に支援する

ことが重要でしょう。

また、大学教員という立場で必要と思うのは、優秀な

留学生を獲得するための大学改革です。外国人教員の増

員、外国人向けの奨学金の増額、留学生のための専門部

署の設置などが不可欠です。さらに、日本の伝統や文化

をしっかりと教える学問体系があってもよいと考えてい

ます。日本に興味をもっている外国人は一定数いるはず

です。日本に行けば日本の面白さを学べる。そうした環

境を用意すれば、留学生の増加につながるのではないで

しょうか。

外国人が集まり、学び、創業する。こうした流れが日

本にできることを期待しています。

図　外国人に期待される創業領域

資料：根本氏作成
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日本公庫・研究ワークショップ
日本で活躍する外国人経営者

外国人創業者と日本の接点

（司会）第3部では、第1部の講師である中川ジャパン㈱

代表取締役のビョン・ハイバーグさんと、第2部の講

師である中央大学商学部教授の根本忠宣さんの2人に改

めてご登場いただき、ディスカッションを行いたいと思

います。まずは、根本さんからハイバーグさんに質問を

お願いします。

（根本）第1部の講演はたいへん興味深かったです。刃

物に対するハイバーグさんの愛着は非常に強く、それが

事業に対する誇りにつながっていると感じました。もの

づくりへの熱い思いがお客さんにも伝わるのでしょう。

口コミで多くの人が集まるようになった理由がよくわか

りました。そもそもなぜ刃物への愛着が育まれたのでしょ

うか。詳しく教えてください。

（ハイバーグ）森に囲まれた田舎で育ったため、幼い頃

からポケットナイフ、斧、鉈、ハサミなどの刃物を実際

に使っていたことが大きく影響しています。日本に来て

から、刃物メーカーで働くチャンスを得たことも大きい

です。自分の経験を生かせる仕事だったので、本場の刃

物メーカーに誘われた際は夢のような話だと思いました。

業界に入っていろいろと勉強すると、刃物のことがさら

に好きになりました。

その後、多くの職人と出会いました。ものづくりに対

する熱心さに感銘を受けたのと同時に、製品の良さや職

人の思いが、消費者には十分に届いていないと感じまし

た。職人のこだわりなども伝えることができれば、製品

に深みが出ると考えたのです。

実は、包丁専門店「タワーナイブズ」は、外国人をター

ゲットとして始めました。言語の問題があり、日本の刃

物の魅力が十分に伝わっていないと思ったからです。

ただ、実際に店を開くと、日本人も包丁の良さをあまり

理解していないことに気づきました。そのため、通天閣

と東京スカイツリーのそばにある二つの店では、日本人

のお客さまにも詳しく製品について説明しています。初

めて知ったと驚いたり、喜んだりしてくれるので、とて

もうれしいです。

（根本）わたしが第2部で指摘したかった点の一つに、

日本人自身が日本製の良さに気づいていないということ

第３部　ディスカッション
外国人創業者と考える日本のものづくりの未来

左上から時計回りに、ハイバーグ氏、根本氏、司会の深沼

参加者
中川ジャパン㈱ 代表取締役
Bjorn Heiberg（ビョン・ハイバーグ）氏

中央大学商学部 教授
根本 忠宣（ねもと ただのぶ）氏

司　会
日本政策金融公庫総合研究所 研究主幹
深沼　光（ふかぬま ひかる）
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があります。ハイバーグさんにとって、日本の刃物がす

ばらしいと気づいたきっかけは何だったのでしょうか。

ドイツ製やスイス製、ハイバーグさんがいたデンマーク

にも有名な刃物はあったと思います。

（ハイバーグ）第1部でお話ししたとおり、子どもの頃

に日本製の刃物の切れ味を知ったことでしょうか。もち

ろん、ドイツはものづくりの国として有名ですし、欧州

にも良い刃物があるのは確かです。ただし、安くつくる

ために海外に製造を委託するケースが増えており、もの

づくりは以前に比べると衰退していると感じていました。

また、海外から来たからこそ日本の刃物の良さを深く

知ることができたのかもしれません。工房を見学したい

と職人に伝えると、快く応じてくれました。日本の刃物

のことを外国人はよく知らないだろうからということで、

普段は誰にも見せていないような場所にも迎え入れてく

れたのです。

縁を大切にする

（根本）職人たちとの出会いが日本で事業を起こすきっ

かけとなったのですね。

会社の立ち上げに当たっては、例えば、不動産を借り

たり、資金を用意したりするなど準備が必要になります。

そういった場面で、ご苦労はありませんでしたか。

（ハイバーグ）わたし自身の勉強不足があったとは思い

ますが、とても苦労しました。日本人でも起業は大変だ

と思いますが、わたしの場合、日本語がうまく読めなかっ

たため、さまざまな疑問を調べるのに苦労しました。

どこに何を相談しにいけばよいかもよくわかりませんで

した。その際は、知人や友人に相談していました。個人

的にもっていたネットワークを活用し、さまざまな人に

お世話になりました。

（根本）そのネットワークというのは、自然とできたも

のなのでしょうか。それとも、自ら意識してつくり上げ

たものなのでしょうか。

（ハイバーグ）創業までの約20年間は日本で働いてい

たこともあり、すでに人とのつながりができていました。

起業する前の話ですが、日本の刃物メーカーに就職し

たのも、知り合いの紹介があったからです。大切なのは、

出会いがあった後、その縁をしっかりとつかむことだと

思っています。刃物メーカーで働けるかもしれないとなっ

たときが、まさにそうでした。収入はそれまでと比べて

少なくなっても、本当に自分がやりたいと思える仕事

をしたい、また、このようなチャンスは二度とないと考

え、就職を決意しました。

外国人が日本文化を盛り上げる

（根本）刃物業界の現状についても教えてください。例

えば、日本人が職人の後継者として入っているのでしょ

うか。それとも、そうした流れが途切れつつあり、外国

人を含め後継者を探している状況なのでしょうか。

（ハイバーグ）問題として第一に感じているのは、伝統

的な製法でつくられる高品質な刃物が足りないというこ

とです。実感としては、きちんと製品の良さを伝えるこ

とさえできれば、もっと売れると思っています。そこで

タワーナイブズには大小さまざまな包丁が並ぶ
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日本公庫・研究ワークショップ
日本で活躍する外国人経営者

課題となっているのが次の時代の職人を育てることです。

現在は、70歳や80歳になるまで働いている職人がいる

おかげで何とかなっています。

刃物づくりは大変な仕事ですから、若い人に敬遠され

てしまうのかもしれません。どうしたら、魅力のある仕

事だと次の世代に理解してもらえるだろうか。そう考え、

タワーナイブズには職人が刃物づくりを行うための工房

を設けました。お客さまは職人がつくっているところを

熱心に見ます。職人は、消費者と会う機会がめったにあ

りませんから、お客さまの視線を感じると仕事が楽しく

なるそうです。つくる側と使う側が直接出会うことによっ

て、お客さまの購買意欲は高まりますし、つくり手は自

分の仕事がどれだけ重要か理解しやすくなります。市

民に開かれた職人のトレーニングセンターのような場が

あれば、職人はお客さまとつながりやすくなると同時に、

仕事の面白さも学べるのではないでしょうか。

刃物業界に限った話ではありませんが、ビジネスとし

て魅力がなければ、継ぎたいと考える人は現れにくいで

しょう。職人の収入やステータスを上げる取り組みが必

要だと思います。

求められる実体験

（根本）日本国内で、日本の刃物を見直してもらうため

に、どのような取り組みを行っていますか。

（ハイバーグ）これまで何度もテレビ番組に出演する機

会があり、そこで包丁をアピールしました。ただ、体験

に勝るものはありません。包丁の良さが伝わったと最も

感じるのは、来店したお客さんに実際に試し切りや包丁

研ぎを行ってもらったときです。なかには包丁にかかわ

る仕事がしたいと言ってくれる人もいます。

（司会）逆に、ハイバーグさんから根本さんに尋ねたい

ことはありますか。

（ハイバーグ）外国人経営者というテーマから離れてし

まいますが、ものづくり業界がもっと盛り上がっていく

にはどうすればよいか、ぜひお聞きしたいです。

（根本）日本はものづくりの国といわれていて、自動車

といった有名な産業以外にもたくさんの地場産業があり

ます。ただ、日本人自身もよく知らないことがあります。

ものづくりの価値を見直したり、実際に携わりたいと考

えたりする人を増やすには、つくっているところを見た

り、つくり手がどれほどの愛着をもっているのかを感じ

たりできるような場が必要だと思います。まさにタワー

ナイブズが提供しているような空間です。日本のものづ

くりを紹介するプラットフォームのような存在が必要で

はないかと考えています。

（司会）最後にわたしからハイバーグさんに質問です。

大阪、東京のいずれのお店も、たくさんのお客さまでに

ぎわっています。新たな出店についてはお考えですか。

（ハイバーグ）さらに店舗を展開していくためにも、ま

ずは現在の2店をしっかり経営していこうと思います。

出店場所を選ぶに当たっては、タワーの有無を意識せず、

多くの人に来ていただけることを第一に考えていきます。

「日本公庫・研究ワークショップ」の動画は、
下記サイトでご覧いただけます。
https://www.jfc.go.jp/n/findings/workshop.html

工房で作業する職人の姿に見入る来店客
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公務員経験を生かしてドローンの普及を後押し

ドローンの利用を 
多角的に支援

――事業概要を教えてください。

ドローンのインストラクター、パ

イロット、そして行政書士として活

動しています。

売り上げの約半分を占めるのが

インストラクター業務です。愛知県や

岐阜県などでドローンスクールを展

開する㈱ DSA と提携して一般社団

法人ドローン操縦士協会公認インス

トラクターをしています。その一環

として、愛知県岡崎市の依頼で操縦

体験会も行っています。これまで

1,000人以上にドローンの操縦を体

験してもらいました。

ドローンスクールでは基本飛行や

旋回、カメラ撮影、農薬散布などの

操縦技術を指導しています。これま

で60人以上の民間資格の取得を支

援してきました。

わたし自身もドローンパイロット

として、空中撮影を行っています。

企業の PR 動画や小学校の創立記念

行事の動画などです。花火大会や

ジャズコンサートを生中継したことも

あります。撮影以外ですと、ドローン

を使って田畑に農薬を散布する仕事

が増えてきています。

行政書士としては、ドローンの飛

行に関する各種手続きの代行やリー

クローバードローン 代表　野澤 成裕

近年、ドローンの存在感が増している。主に空中撮影や測量、点検、山林調
査、農薬散布などで利用されているが、コロナ禍には消毒液の散布や検査キッ
トの運搬などを非接触で行うツールとしても注目された。以前から実証実験が
進んでいるドローンを使った配送業務も、2022年の航空法の改正によって実
用化が近づいている。

ドローンの用途が拡大するなかで、企業や農家、自治体のドローンの利用を
サポートしているのが、クローバードローンの野澤成裕さんである。

のざわ なりひろ
愛知県出身。岡崎市役所に就

職し、商工労政課や市民協働推
進課などで20年間勤務。2017年
に岡崎市内でドローンの利用を
広める団体を設立。2021年に
市役所を退職し、クローバード
ローンを創業。同年、まほぴよ
行政書士事務所を開所。

企業概要

創 業
2021年
従業者数
1人
事業内容
ドローンインストラクター、
セミナー講師、行政書士など
所在地
愛知県岡崎市桜形町 
八ツ田17-2
電話番号
090（4117）6929
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体が対象でしたが、規制対象外の機

体が普及し、事故や法令違反が増加

したため、2022年6月に対象が100グ

ラム以上になりました。150メート

ル以上の高さの空域や空港周辺、

人口集中地区などでの無許可の飛行

が禁止されています。

また、夜間飛行や目視できない範

囲の飛行、危険物の輸送や物の投下

なども航空局の許可承認が必要で

す。2021年度の許可承認の申請件

数は7万5,049件と、5年前に比べて

約5.5倍に増えています。

航空法以外の規制もあります。小

型無人機等飛行禁止法では国会議事

堂など重要施設周辺などでの飛行を

禁止しています。民法では飛行する

土地の所有者の同意が必要ですし、

自治体の条例で飛行を禁止している

場所もあります。例えば、岡崎市都

市公園条例では公園内での無許可の

飛行を禁止しています。ほかにも電

波法や道路交通法など、ドローンは

複数の法令の対象になっています。

――簡単には飛ばせないのですね。

はい。飛行に必要な手続きを説明

すると、まず、飛行させるドローン

の機体登録が必要です。所有者や使

用者氏名、住所、機体の情報などを

国土交通省に届け出て、登録記号を

もらいます。自動車のナンバーのイ

メージでしょうか。

ガルチェックが得意です。操縦体験

付きのセミナーを行ったり、企業の

ドローンの導入についてサポートし

たりしています。

個人事業主として今年で3年目を

迎えました。一つ一つの事業は大き

くありませんが、昨年の年商が公務

員時代の給与収入に並びました。岡

崎市を中心にドローンの普及に向け

て、日々奮闘しています。

――まずはドローンについて教えて

いただけますか。

ドローンとは、遠隔操縦や自動操

縦ができる、操縦者が乗らない無人

航空機です。複数のプロペラがある

マルチコプターが一般的で、ヘリコ

プターに比べて、安定感があり小回

りが利きやすいといわれています。

風景の撮影のほか、建設現場の測

量、橋
きょう

梁
りょう

や太陽光パネルなどの点検、

山林調査、被災地での捜索など、目

視が難しい場所を確認するときにも

重宝されています。農薬散布に使っ

たり、苗木の運搬に利用したりする

こともあります。物流分野でも実用

化に向けた取り組みが進んでいます。

民間企業の調査によると、国内の

ドローンの市場規模は2022年度に

3,086億円、2028年度には9,340億円

に達するそうです。

ドローンは航空法の規制を受けて

います。以前は200グラム以上の機

次に、飛行場所や条件が航空法の

規制対象になっているかを確認し、

航空局に必要な飛行許可の申請を行

います。人口集中地区での飛行や第

三者及び第三者の物件から30メー

トル未満の飛行は自宅の庭でも許可

承認を受けなければなりません。

申請はオンラインで行えますが、

飛行予定日の10開庁日前までに申

請が必要です。申請内容に修正を求

められることも多いので、早めに動

かなければなりません。特に人が集

まるイベントでの撮影は、詳細な資

料が必要で、手間がかかります。

このほか、飛行計画を事前にシス

テム上で入力する必要もあります。

許可承認書の番号や保険情報など複

数の項目があるので、時間に余裕を

もって入力することが大切です。

飛行日誌の作成も義務になってい

ます。当日の飛行情報や日常点検、

安全点検、整備の結果を記録します。

登録忘れや入力漏れは法令に抵触し

ます。趣味で飛ばす際も必要です。

ドローンを1回飛ばすだけでもこ

ドローンによる農薬散布の様子
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に2017年に「Team ドローン岡崎」

という団体を設立しました。消防団

の訓練を撮影したり、水難事故の捜

索活動を手伝ったりしていました。

農薬散布を手伝うようになったのも

この頃からです。ボランティア活動

を通じて、ドローンの用途の多さと

便利さを改めて感じました。

他方で、飛行に必要な手続きが多

く、法律や条例の改正などをキャッ

チアップしていくのが大変だとわか

りました。わたしは職業柄、法律な

どに触れる機会が多かったので、そ

れを生かすことができるかもしれな

いと思いました。

同じ時期に㈱ DSA からスクール

を手伝ってほしいと言われ、農家か

らも技術を見込まれ仕事としての依

頼がありました。ニーズが着実に増

えていると感じたわたしは、手続き

の代行サービスと一緒に提供すれば、

事業として成り立つと考えたのです。

――行政書士の資格が役に立つわけ

ですね。

市役所での勤続年数が17年を過

ぎたので、行政書士法の特認制度で

行政書士の資格を取得しました。

インストラクターとパイロットの仕

事に行政書士のサービスを組み合わ

せることで競合と差別化できると思

いました。

事業計画を策定する際は、岡崎ビ

業と仕事する機会が多かったことも

あって、行政以外のかたちで地域に

貢献してみたいと思っていました。

父との死別を機に将来を考え直した

時期でもありました。

市役所での仕事で印象に残ってい

るのは、空き店舗が目立つ中心市街

地の活性化を考える仕事です。住民

や企業と意見を交わしながら施策を

検討し、最終的に同僚と空き店舗を

借りてコミュニティスペース「ここ

やる」を立ち上げました。運営は大

変でしたが、延べ7,000人以上が利

用してくれたのは良い思い出です。

行政だけで地域活性化を推進する

ことは難しく、地元の企業や住民と

一体にならないとうまくいきません。

市役所に信頼できる仲間が育ってき

たこともあり、わたしは創業して民

間の立場から地域を支えていく道を

選ぶことにしました。

岡崎市は創業支援に力を注いでお

り、全国初の創業支援事業計画の認

定を受けています。商工労政課時代

に、岡崎ビジネスサポートセンター

の創設に携わっていたので、わたし

自身、創業を身近に感じていました。

――ドローンに注目したのはなぜで

すか。

わたしは㈱ DSA のスクールの受

講生でした。趣味として飛行技術を

磨くうちに、パイロット仲間ととも

れだけの手続きが必要になります。

行政書士としてこれらを代行できる

点が、当社の強みです。岡崎市役所

に20年間勤めていたので、行政機関

への確認や各種規制を調べて必要な

手続きを行うことには慣れています。

ドローンの導入を考えている企業

へのサポートを例にすると、内容や

頻度により企業は外部に委託するべ

きか、それとも自社でパイロットを

育てるべきか検討します。当社にご

相談いただければ、業務を受託する

こともできますし、インストラクター

としてパイロットを育成することも

できます。導入が決まった後のド

ローンを飛行させるための手続きも

当社がサポートします。

操縦技術を教えるスクールや、手

続きを代行する行政書士はほかにも

いますが、両方をこなし、検討段階

から実際にビジネスに落とし込むと

ころまで支援できる企業は限られて

いると思います。

手続きにチャンスを見いだす

――公務員の次のキャリアとして創

業を選んだ経緯を聞かせてください。

人事課に退職して創業することを

伝えたところ「本当に辞めてしまう

のか。係長職までの20年は1日で

できないぞ」と驚かれました。ただ、

わたしは商工労政課などで民間の企
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ジネスサポートセンターに相談しま

した。充実した支援メニューが起業

家の背中を押してくれることを実感

しました。策定した計画が評価され、

日本政策金融公庫から融資を受ける

こともできました。

正直、新型コロナウイルス感染症

の拡大の最中で、仕事を獲得できる

か不安はありました。そこで、自宅

を営業所にして開業費用を抑えつつ、

融資を活用して退職金などはできる

だけ手元に残すことにしました。こ

うして2021年4月に創業しました。

市場の拡大を見据えて

――実際に開業して、どうでしたか。

最初の1年は売り上げを確保でき

ず苦労しました。コロナ禍の真った

だ中でしたからね。

ただ、地道に続けるうちに、徐々

に仕事が増えていきました。企業や

自治体から声がかかるようになって

きたのです。特にイベントでの空中

撮影の依頼は増加傾向にありますし、

農薬散布の仕事も広がっています。

農家から評判で、今後も伸びしろが

あると考えています。

――行政書士として活躍する場面も

増えているようですね。

ドローンの導入を検討する企業か

らの相談が増えています。リーガル

チェックのほか、特に建築業者から

点検でドローンを飛ばす際の手続き

を頼まれることが多くなっています。

2022年12月に国家資格である操

縦者技能証明制度が創設されたこと

も追い風といえます。資格取得者に

限って、レベル4といわれる有人地

域で補助者無し、目視外の飛行がで

きるようになりました。今後、資格

取得者が増え、ドローンが広がって

いくでしょう。安全に活用が進むと

よいですね。

――パイロットが増えると、野澤さん

の競合になりませんか。

最近はスクールの受講生などド

ローンで事業をしたい人に帯同して

もらい、仕事を手伝ってもらうこと

も多いですから、わたしの考えや技

術を理解して正しく扱えるパイロッ

トの増加は、むしろ歓迎です。

成長産業とはいえ、ドローン業界

で生計を立てる難しさは、身をもっ

て知っています。仕事をシェアし、

後進を育てることも、大事な役目と

思っています。

そして、岡崎市内でも過疎化が進

む中山間地域に市場の盛り上がりを

うまく還元していきたいです。その

ためには、官民一体となった取り組

みが必要だと考えています。両者を

よく知るわたしにできることがある

はずです。これからもドローンを通

して、地元に貢献していきます。

単体では差別化しにくい事業も、複数のサービスを組み合わせることで独自のポジ

ションを確立できることがある。野澤さんの場合は、ドローンのインストラクター、パ

イロット、行政書士の三つを組み合わせて、ビジネスチャンスをつかんだ。ドローンの

利用者が増加していけば、野澤さんの出番はますます増えていくだろう。

取材の終わりに、事業を始めて良かったことは何ですかと尋ねると「勤務していた時

は結局『市役所の人』としか認識されていなかった。今は『野澤さん』と声をかけられ、

地元の一員になれた気がしている」と教えてくれた。野澤さんにとって創業は、収入を

得る手段であるとともに、自分らしさを表現する舞台でもあるようだ。

 （長沼 大海）

ドローンの操縦を指導する野澤さん
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データでみる景気情勢
～日本公庫総研調査結果から～

投資実績は2年連続で増加

本調査は、日本国内の中小製造業の設備投資動向を把

握することを目的に、当研究所が1959年から毎年行って

いるものである。調査は4月と9月に年2回実施してい

る。4月調査では前年度の設備投資実績と当年度の当初

計画を、9月調査では当初計画の修正状況を尋ねている。

第128回調査は2023年4月に実施し、2022年度の実績

と2023年度の当初計画を尋ねた。8,336社から有効回答

を得ており、回答率は27.8％である。

本調査の特徴は、日本の中小製造業者を母集団とし、

回答結果をもとに全体の投資額を推計している点にある。

母集団は、経済産業省「工業統計調査」（2020年6月）

の調査名簿から把握した、従業員20人以上300人未満の

中小製造業者5万1,610社であり、このうち、業種と規

模を勘案し抽出した3万社を調査対象としている。業種

と規模ごとにグループ化して算出した1企業当たりの平

均投資額に、各グループの母集団企業数を乗じ、設備投

資額を推計している。

最初に、2022年度の実績をみていこう。国内設備

投資額は2兆6,580億円となり、前年度実績に比べて

16.9％増加した（図－1）。2021年度（前年度実績比

3.7％増加）に続き2年連続の増加となった。直近の

10年間で、上昇率は最も高く、投資額も3番目に多かっ

た。コロナ禍で抑制していた設備投資を再開し、さら

に伸ばしていこうという企業が多かったようだ。

業種別に2022年度の実績をみると、全17業種中14業

種で2021年度実績に比べて増加し、うち実に11業種

で二桁の増加率となった（図－2）。設備投資が最も増加

したのは「生産用機械」（56.1％）である。生産能力の拡

大が続く半導体製造装置関連や、米国や中国で建築需要

が回復した建設機械関連などで投資が増加した。そのほ

かの外需関連では、コロナ禍からの回復の継続で機械投

中小製造業の設備投資は2年連続で増加
～第128回中小製造業設備投資動向調査結果～

当研究所が2023年4月に実施した「第128回中小製造業設備投資動向調査」の結果による

と、2022年度の国内設備投資額は、2021年度実績比で16.9％増加した。2023年度の当初計画

は、2022年度実績比で4.9％減少する見込みとなっている。

中小企業は、抑制していた設備投資を2021年度に再開し、2022年度にはさらに積極的な姿

勢に舵
かじ

を切った。人手不足や原材料価格の上昇などの不安材料はあるものの、中小企業の設備

投資は底堅さが続きそうだ。

第96回
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資が増えたため、「業務用機械」（28.2％）、「はん用機械」

（18.2％）で増加が目立つ。

素材を扱う業種も増加した。増加が顕著なのが「窯業・

土石」（52.5％）だ。定期的な設備の更新が必要な生コン

クリート製造業でプラントの入れ替え投資などが増加し

たようだ。ウッドショックを受けて、輸入材から国産材

へ切り替える投資が増えた「木材・木製品」（33.7％）や、

マスクなど衛生用品への投資が引き続き旺盛だった「繊

維・繊維製品」（19.7％）も増加している。

国内消費の関連業種では、コロナ禍で缶詰など保存可

能な商品への需要が増えた「食料品」（12.7％）や、パッ

ケージ印刷など新分野に進出する企業が多かった「印

刷・同関連」（35.6％）が増加している。

当初計画は2年ぶりにマイナス

次に、2023年度の当初計画を確認しよう。国内投資額

は2兆5,265億円と、2022年度実績に比べ4.9％の減少

図－2　業種別増減率および構成比（2022年度実績）

（注）1 グラフ中の数字は、2021年度実績比増減率。
　　2 横軸は、2021年度実績における業種別構成比。

図－1　国内設備投資額および増減率の推移（前年度実績比）

資料：日本政策金融公庫総合研究所「中小製造業設備投資動向調査」（以下同じ）
（注）　△は景気の山、▼は景気の谷、シャドー部分は景気後退期を示す。
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となった（前掲図－1）。4月時点では計画が固まって

おらず、当初計画の増減率がマイナスとなることが多

いため、2023年度は決して低いわけではない。実際、

2023年度の当初計画額は、直近の10年間では2018年

（2兆5,277億円）や2019年（2兆6,709億円）の当初

計画額に次ぐ水準であり、設備投資は底堅さが続き

そうだ。

業種別にみると、全17業種中6業種で2022年度実績

に比べて増加している（図－3）。最も増加率が高いのは

「非鉄金属」（79.1％）で、素材価格の上昇に対応するた

め、亜鉛やアルミニウムの二次精錬業者で投資が増加し

たとみられる。加えて半導体やEVなど、新規事業分野

への進出を目的とした投資が増えているようだ。「食料品」

（8.8％）は、冷凍食品や調理済み食品などの投資が多く、

2年連続で増加する見通しである。

減少している業種に目を転じると、「窯業・土石」

（-37.8％）や「木材・木製品」（-18.4％）などが2022年

度に大きく増加した反動で減少している。「業務用機械」

（-19.0％）や「生産用機械」（-12.4％）、「はん用機械」

（-8.5％）は、米国の利上げに伴う設備投資意欲の後退

や、中国での製造業の停滞などを受けて減少している。

投資の目的や内容には変化がみられる

2023年度当初計画の設備投資の目的別の構成比をみ

ると、「更新、維持・補修」（33.1％）が最も高い（図－4）。

ただし、2022年度実績（34.2％）から低下している。「新

製品の生産、新規事業への進出、研究開発」（16.6％）も

2022年度（17.3％）からやや低下している。医療機器

や再生エネルギーなど新たな分野へ進出する動きは落

ち着いてきたようだ。「能力拡充」（31.2％）は2022年度

（31.3％）からほぼ横ばいで、インバウンドや国内消費の回

復に伴って増加する需要を取り込もうとする企業はま

だ多い。

割合が最も上昇したのは「省力化・合理化」（12.9％）

で、2022年度（11.1％）から1.8ポイント増加している。

必要な技術をもった従業員をなかなか採用できないため、

人手不足を機械化で補おうとする企業が増えている。調

査先からは、「人員不足」や「省力化」に言及するコメン

トが多数寄せられており、関心の高さが表れている。

設備の種類別でみると、2022年度は「建物・構築物」

が2021年度に比べて27.1％増加し、2023年度は「機械・

図－3　業種別増減率および構成比（2023年度当初計画）

（注）１ グラフ中の数字は、2022年度実績比増減率。
　　２ 横軸は、2022年度実績における業種別構成比。
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データでみる景気情勢
～日本公庫総研調査結果から～

装置」が2022年度に比べて7.1％増加する計画となって

いる。工場の建設から機械の設置まで複数年を要するよ

うな大型の投資が多かったと考えられる。コロナ禍で生

じた供給制約などが薄れ先行きを予測しやすくなったた

めか、中長期的な見通しを踏まえて設備投資を計画する

中小製造業が増えているようだ。

最後に今後の投資への意欲をみていこう。企業の投資

マインドを示す「国内設備投資額の増減可能性DI」をみ

ると、2023年度のDIは6.7となった（図－5）。業種別

では、17業種すべてでDIがプラスとなっている。既述

のとおり2023年度の当初計画は前年度比でマイナスだ

が、最終的な着地はプラスを見込んでいる企業が多い。

企業の投資判断は、新型コロナウイルスの感染拡大に

伴う経済の混乱に翻
ほん

弄
ろう

されてきたが、その状況をようや

く脱しつつある。投資内容は、感染防止対策や販路拡大

のためのBtoCへの進出といったウィズコロナの投資か

ら、今後の業況の伸びを期待するものに変わってきてい

る。人手不足や原材料高など不安材料はあるが、中小製

造業が設備投資で成長を目指す時期に来ているのかもし

れない。 （大橋　創）

調査結果の詳細や時系列データはこちらをご覧ください。
https://www.jfc.go.jp/n/findings/gri.html

図－4　投資目的別構成比の推移

図－5　国内設備投資額の増減可能性DI

（注） DIは、当年度の設備投資が前年度実績と比べて、最終的に「増加する可能性がある」と回答した企業割合から、「減少する可能性がある」企業割合を差
し引いたもの。

日本政策金融公庫 調査月報
August 2023 No.179

31



産業リポート

採用の範囲を広げ人材を確保する

新技術への対応と人材の確保・育成は、実際には密接

な関係にある。新たな技術に対応するには、知識や技術

をもつ人材を新たに採用する方法もあれば、すでにいる

人材に学ばせる方法もある。そこで、まず人材の確保に

ついてみていこう。

ソフトウエア業に限らず、中小企業が必要な人材を確

保するうえで最も有効な方法は、ほかの会社ではできな

い仕事ができることや、仕事の成果を実感できることだ

ろう。例えば、本連載で紹介した4社のソフトウエア会

社は、いずれも「生産管理システムのパッケージ化は無

理」という業界の常識に挑戦している。

また、紹介した4社は下請けではなく、直接ユーザー

と取引を行っているため、開発したシステムが役に立っ

ているかどうかを確かめやすい。一品生産型の中小製造

業向けに生産管理システムを開発した㈱テクノア（岐阜

県岐阜市、従業者数345人）は、売り上げの8割が直販

であり、システムの導入時から業務改善まで顧客に寄り

添って支援する。そのため、顧客から感謝の手紙やメー

ルが届くことも多く、2021年には300件にもなったとい

う。手紙やメールは、社内に張り出しており、従業員の

全員が確認できる。

人材を確保するには、ITスキルをもった人に限らず、

募集の範囲を広げることも必要だろう。中小ソフトウエ

総合研究所 主任研究員　松井 雄史

連載第3回は、中小企業のデジタル化を阻む「コストを負担できない」「導入の効果がわからな
い」「従業員が使いこなせない」という問題のうち、「導入の効果がわからない」「従業員が使い
こなせない」という問題を中小ソフトウエア業がいかに解決しているかをみた。ただし、連載の第
1回で示したように、三つの問題を解決するには、新技術への対応と人材の確保・育成という、中
小ソフトウエア業自身の課題をクリアする必要がある。最終回では、この二つの課題に取り組んで
いるソフトウエア会社の例をみていく。また、各社が今、何に力を入れているのかを紹介しよう。

最終回
（全4回） 新技術への対応と人材確保・育成

生産現場を変える中小ソフトウエア業
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産業リポート

ア業に必要な人材は、ITスキルが高い人材に限らない。

中小企業におけるデジタル化の目的が経営改善である以

上、中小企業の経営やユーザーが所属する業界に詳しい

人材も必要だ。

㈱テクノアでは、山
やま

﨑
さき

耕
こう

司
じ

社長自らが新卒者の会社説

明会で「縁があった企業や人々を幸せにする」という企

業理念や、「お客様に寄り添います」「お客様に気づきを

提供する存在になります」といった行動規範を説明する。

採用するのは、ITに詳しい人ではなく、同社の考えに共

感してくれる人である。中途採用でも同様だ。2022年度

は新卒を16人採用したが、全員が大学でコンピューター

を勉強した人というわけではない。

縫製工場に特化した生産管理システムを開発した

㈱アベイル（神奈川県横浜市、従業者数36人）は服飾の

専門学校に通っている学生に目を向けている。顧客に同社

のシステムが最適な業務フローであることを説明したり、

新しいアイデアを出したりするには、まずファッション

に興味があることが大事だと考えたのだ。

服に興味がある学生のなかには、縫製工場の生産管理

やデジタル化に興味をもつ人も少なくないという。こう

した学生にとって、アパレル業界に特化したシステムを

開発している同社は魅力的な存在である。同社はすでに

数人を採用したという。

柔軟な勤務体系を取り入れることで、採用の範囲を

地理的に広げる方法もある。生産管理システムをクラ

ウドで提供するベンチャーの㈱ネクスタ（大阪府大阪

市、従業者数12人）は、フレックスタイム制とフルリ

モート勤務を取り入れている。従業員は都合の良い時

間に働くことができるだけではなく、出社する必要も

ない。会議はすべてオンラインで行う。これなら日本

どころか海外の人材も活用できる。実際、開発スタッ

フには、インドやタイ在住の人がいる。また、この勤

務体制なら、副業で同社の仕事をしてみたい他社の技

術者やフリーのエンジニアも働きやすい。

ただ、リモートワークでは従業員が互いに遠慮するな

どしてコミュニケーションが停滞することが多い。同社

の永
なが

原
はら

宏
ひろ

紀
き

社長は、自ら話しかけるなどして思ったこと

を言いやすく、相手の言うことに耳を傾ける環境づくり

を心がけている。

IT人材の獲得競争が激しくなるなか、中小ソフトウエ

ア業が人材を確保することはますます難しくなってくる

だろう。仕事のやりがいを実感できるようにする、募集

の範囲を広げる、柔軟な勤務体系を取り入れるといった

取り組みが求められるのである。

従業員自ら成長する機会で人材を育成

次に、人材の育成についてみていこう。㈱テクノアは

ITスキルが乏しい人材を採用することもあって、従業員

向けのセミナーを頻繁に開催している。講師は知識のあ

る従業員が務めるが、外部から招くこともある。AIの利

用では、従業員から5人を選抜して勉強させ、その後彼

らをセミナーの講師とした。また同社は、従業員に IT

コーディネータの資格を取得することを奨励しているが、

これも知識をアップデートする方法の一つになっている

と思われる。

㈱ネクスタが行うオンライン会議
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ITで中小製造業を支援する㈱エクス（大阪府大阪市、

従業者数125人）は「ダーウィン」という製品開発の仕

組みを設けた。ダーウィンでは、100万円ぐらいででき

そうな小さなプロジェクトを従業員にできるだけ多くや

らせる。プロトタイプをつくり、10個集まったら社内で

協議し、残ったものにさらに投資をしていく。こうして

競争に生き残ったものを製品化するのでダーウィンなの

である。

ダーウィンで最も重視しているのは従業員の意見で

ある。取り組むテーマやプロトタイプの評価など、さま

ざまな場面で従業員に意見を求める。

また、従業員が開発テーマに関する知見を深められる

ように、セミナーへの参加や勉強会の主催、講演、執筆

などによって外部との接点を増やすことを推奨している。

外部との接点が増えれば、社内にいたのではわからない

社会のニーズを知り、新しい開発の視点を獲得すること

ができる。ダーウィンは、製品開発においても人材育成

においても同社に欠かせない仕組みになっている。

変化の速い IT の世界でユーザーを満足させる製品・

サービスを開発し続けるには、従業員が新しい技術を習得

したり、モチベーションを高めたりすることが欠かせな

い。紹介した2社のように、Off-JT と OJT を組み合わ

せ、従業員の成長を促すことが重要である。

これからのソフトウエア会社

生産管理システムのパッケージ化と導入後の支援な

どを通じて中小製造業の生産現場のデジタル化を後押し

してきた中小ソフトウエア業は、今、何に力を入れてい

るのだろうか。

工場の見える化を徹底的に進めようとしているのが

㈱テクノアである。同社の山﨑社長は「製造原価には埋

蔵金がある」と言う。中小製造業の生産現場には、まだ

まだ無駄や非効率があり、それらを減らしていけば中小

製造業の生産性は向上し、利益も増えるからだ。

そこで同社はまず、2019年に「Seiryu」を発売した。

これは多品種少量生産型の中小製造業を対象とする生産

スケジューラーで、納期遅れや加工機械の負荷状況を見

える化し、飛び込み案件が発生した場合でも、機械の割

り当てやスケジュール調整を自動で行うことができる。

翌2020年には、AIによる画像認識を利用した「A-Eye

カメラ」を発売した。これは工場に設置したネットワー

クカメラで生産設備の操作画面や積層信号灯を撮影し、

その画像を AI が解析して機械設備の稼働状況を見える

化するものである。画像で判断するので旧式の機械設備

にも使える、市販のカメラを使うので導入コストが安価

である、データはクラウドに保存するため、どこからで

も機械の稼働状況を確認できるといった特徴がある。

山﨑社長は、「中小製造業の経営者はIT投資よりも設

備投資を優先するケースが多い」と語る。工作機械の方

が投資効果を予測しやすいからである。しかし、導入し

た機械が予想どおりに稼働するとは限らない。A-Eyeカ

メラを使えば、機械設備の実稼働率がわかるようになる。

予想より稼働率が低いことがわかれば、改善につながる

のである。

さまざまなサービスの提供を通じてデータを収集・分

析し、その結果をもとに、中小企業に生産戦略やビジネ

スマッチングを提案しようとしているのが㈱エクスであ

る。同社は、知的プラットフォーム「EXtelligence」の構

築を目指しており、すでに「EDIFAS」、「SCB」の二つ

のサービスを提供している。

EDIFASは生産に関わる各種情報を電子的に交換する

EDIのアプリケーションで、企業間で生産計画や内示、

見積もり、受発注、入出荷といったデータをやりとりす

ることができる。中小企業共通EDIに対応しているため、

データの交換はEDIFASのユーザーではなくても可能で
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ある。

SCBは、企業間で情報共有ができるグループウエアで

ある。メールや電話、ファクスなど、さまざまな手段で

行われていた情報共有の手段を統一することで、コミュ

ニケーションのミス防止やリードタイムの短縮につな

げることができ、サプライヤーの事業継続計画をチェッ

クする機能もある。サプライ・チェーン・マネジメント

に役立つアプリケーションである。

EDIFAS、SCBはいずれも売り切りではなく、クラウド

で提供される（Software as a Service, SaaS）。そのため、

カスタマイズはできないが、インターネットに接続でき

れば、早く、安価に導入できる。

デジタル化によってアパレル産業を持続可能なビジ

ネスに転換することを目指しているのが㈱アベイルであ

る。アパレル産業は、大量の水を使ったり、大量の二酸

化炭素を排出したりと、環境負荷が大きい産業である。

従来どおり、製品サンプルを繰り返しつくったり、大量

生産、大量廃棄を行ったりしていては、業界自体が立ち

行かなくなる。

こ う し た 問 題 意 識 か ら、 同 社 は シ ン ガ ポ ー ル の

Browzwear社が開発した、コンピューター上で3Dのサン

プルを作成するシミュレーションソフト「VStitcher」と、英国

の Metail 社 が 開 発 し た 画 像 合 成 用 の ソ フ ト ウ エ ア

「EcoShot」の日本代理店を務めている。

同社は両者を組み合わせて、詳細な生地データとデザ

インのCADデータをもとに、仮想モデルを利用して、服

を着用した際の仕上がり具合いを3Dでシミュレーション

することができるようにした。パソコンのディスプレー

を見ながら仮想モデルが着た服をさまざまな角度から確

認できるのでパターンの精度を向上できる。

服の色も自在に変更できるから、アパレルメーカー

は展示会で色違いのサンプルをいくつもつくる必要が

なくなる。試作やサンプルの作成を減らすことで生地

の消費も減らし、アパレル産業のサステナビリティを高

めることができる。もちろん、アパレルメーカーはコス

トの削減と、生産リードタイムの短縮を実現できる。

＊　＊　＊

今日のようにデジタル化が進んだ背景には、表計算や

ワープロ、電子メールなど、多くの人や企業にとって便

利なソフトウエア製品が次々に開発されてきたことがあ

る。スマートフォンもSNSや動画のアプリがなければ、

今ほど普及してはいないだろう。ソフトウエアこそが経

済社会のデジタル化を進めるといっても過言ではない。

言い換えれば、中小企業のデジタル化において、ソフト

ウエア業への期待は大きい。

本連載では、中小製造業の生産現場のデジタル化をサ

ポートする中小ソフトウエア会社に注目した。その取り

組みは、必ずしも中小製造業における生産現場のデジタ

ル化に特有のものではなく、ほかの業種や業務にも当て

はまると思われる。本連載が、中小ソフトウエア業の新

たな成長の手がかりとなれば幸いである。

本連載は、当研究所発行の『日本公庫総研レポート』No.2022-4
「中小工場のデジタル化に学ぶ中小ソフトウエア業の経営戦略」
（2022年11月）を再構成したものである。詳細は同レポートを
参照されたい。
https://www.jfc.go.jp/n/findings/tyousa_soukenrepo2.html

㈱アベイルのシミュレーションソフトウエアの画面

日本政策金融公庫 調査月報
August 2023 No.179

35



マネジメント
― 社長としての戦国大名―

戦国

する。祖父に当たる龍造寺家純と父の周家が、主君への

謀反の嫌疑をかけられて、殺されてしまったのだ。

ここで活躍するのが曽祖父の家兼だ。残された希望の

ひ孫、隆信を連れて、筑後国の蒲池氏の下へ脱出に成功。

さらに、すでに90歳を超えているにもかかわらず、家兼

は蒲池鑑盛からのサポートを受けながら1546年（天文

15年）に挙兵に踏み切った。その結果、見事に馬場頼周

を討って、龍造寺氏の再興を果たしている。

家兼は最後の戦に勝利した年に病気で他界。遺言には

「隆信に水ヶ江龍造寺家を継がせるように」とあったと

いう。隆信は遺言どおりに還
げん

俗
ぞく

。18歳で水ヶ江の当主と

なった。また、2年後には、龍造寺本家の当主に当たる

胤栄が亡くなり、その妻と隆信が再婚している。これに

より、隆信は龍造寺本家も継ぐことになった。

パワハラ体質に嫌気が差した家臣たち

隆信のことを曽祖父が高く評価したのは、大胆かつ豪

快なタイプだったからだろう。その豪傑ぶりは戦でも生

かされることになるが、ついていく家臣からすれば、楽

ではないリーダーだったようだ。

あるとき、隆信が堀に入って魚を捕まえようとしたが、

なかなかうまくいかなかった。すると、隆信はそばにい

戦乱の世で生き残りをかけて争った戦国武将たちは、現

代を生きる企業の経営者とよく似ている。未曽有の戦乱時

に、戦国大名たちが行った領地経営や人材のマネジメント

から、現代のわたしたちはどんな教訓を得られるだろうか。

今回は肥前の龍造寺家をピックアップしよう。

九州の地で第3の勢力として台頭

戦国時代後期に、肥前国を中心に活躍したのが、「肥前

の熊」とも呼ばれた龍造寺隆信である。九州では、大友

家と島津家が勢力を広げていた（図）。そんななか、隆信

率いる龍造寺家は第3の勢力として台頭。一体、どんな

人物だったのだろうか。

1529年（享禄2年）、父の龍造寺周家と母の慶
けい

誾
ぎん

尼
に

と

の間に嫡男・長法師丸が生まれる。のちの龍造寺隆信だ。

隆信は容姿に優れて、眼光も鋭く、成長するにつれて抜

群の記憶力を発揮。幼年時には『平家物語』の壇ノ浦の

合戦を一度聞いただけで、そらんじてみせたという。

そんな聡明な隆信の成長に目を細めたのは両親だけで

はない。曽祖父に当たる龍造寺家兼は、このひ孫に大き

な期待をかけた。家兼の指示で、隆信は7歳で出家して

寺僧となる。優秀な跡継ぎが生まれて、水ヶ江龍造寺家

も安泰に思えたが、戦国時代は目まぐるしく状況が変化

第
16
回

龍造寺隆信 
大胆で豪快な地方企業の社長

偉人研究家　真山 知幸（まやま ともゆき）

　著述家、偉人研究家、名言収集家。1979年兵庫県生まれ。同志社大学法学部卒業。業界
誌の編集長を経て、2020年に独立。名古屋外国語大学現代国際学特殊講義、宮崎大学公開
講座などで講師活動も行い、メディア出演多数。「東洋経済オンラインアワード2021」で 
ニューウェーブ賞を受賞。著書に『企業として見た戦国大名』（彩図社、2020年）、『偉人メ
シ伝』（笠間書院、2022年）、『あの偉人は、人生の壁をどう乗り越えてきたのか』（PHP研究所、
2022年）、『逃げまくった文豪たち』（実務教育出版、2023年）などがある。
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た5人の家臣たちに「おぬしらも堀に入って、魚を捕ま

えよ」と命じたという。5人は一瞬、躊
ちゅう

躇
ち ょ

したものの、

着衣のまま堀に入っていき、魚を捕まえて隆信に差し出

している。この振る舞いを傲
ごう

慢
まん

だと、隆信に反感をもつ

者もいたらしい。のちに隆信を排除する動きが出るが、

このときの命令が原因だったともいわれている。

また、同じ頃、筑後あたりを放浪していた少
しょう

弐
に

冬
ふ ゆ

尚
ひ さ

が、

かつて龍造寺家に奪われた勢福寺城を奪還することに成

功。隆信は激怒して「少弐冬尚をすぐさま討ち、隣国の

勢力も配下において、中国や四国に乗り出すぞ」と言い

出した。さらに期限を決めて、こう発破をかけている。

「5年ほどもあれば達成できるであろう。みなも油断な

く、5年に限って軍備を整えよ」。

今の企業ではパワハラ社長にありがちな無謀な目標設

定に、家臣たちはびっくり。ベテラン勢が「いまだ肥前

の一国すら治まっていない状態なのに、諸方へ手を伸ば

すのはかえって失敗のもとになります」とたしなめた。

すると、隆信は目の色を変えて、席を蹴って出て行っ

てしまったそうだ。周囲が「あれでは国を治めることが

できない」とため息をつくありさまだったという。

優秀な側近に恵まれたが 
自制心がなく自滅

そんな調子でリーダーとして問題のあった隆信だが、

それでも勢力を拡大できたのは、優秀な側近を置いて

いたからこそ。軍師として隆信を支えたのは、義弟の

鍋島直茂である。肥前を狙う大友宗麟が侵攻してきたと

きのことだ。日に日に相手の軍勢が増えていき、なんと

8万にまで膨れ上がった。対する隆信が率いる勢力はわ

ずか5,000ばかり。絶体絶命のピンチのなか、作戦会議

では、「城を見捨てて逃げ出そう」というムードすらあっ

たが、直茂は反対。むしろ、「籠城ではなく、夜討ちをし

ましょう」と奇襲攻撃を提案して周囲を驚かせた。

会議で意見は割れたが、母の慶誾尼が猛プッシュした

こともあり、隆信は直茂の意見を取り入れて奇襲を決行。

大将の首だけを狙って夜討ちを行い、見事に成功してい

る。総大将である宗麟は豊後へと撤退を余儀なくされた。

優秀な側近の直茂に、隆信自身も刺激を受けたことだろ

う。ともに、「七息思案」という短い間に思案してすぐに

行動することをモットーとした。そんな二人は、大友を

破ったのちに、島津と並ぶ一大勢力を築きあげた。

だが、人間は満足してしまえば成長は止まる。隆信は

政務を怠り、遊興にふけるようになっていく。周囲から

戒められたが、隆信は聞く耳をもたず、うるさい直茂を

も自分から遠ざけるために、筑後へと飛ばしている。

太った隆信は馬に乗ることができず、有馬晴信・島津家久

との合戦「沖
お き

田
た

畷
なわて

の戦い」では、家来6人が担ぐ駕
か

籠
ご

に

乗って登場。龍造寺方が多くの将兵を失うなかで、自身

も戦場で命を落とした。享年55歳。

龍造寺隆信は「優秀な番頭を遠ざけて自滅した地域企

業の社長」といったところか。実力はあるだけに、自制

心さえあればと思うと惜しい限りである。

資料：筆者作成

図　龍造寺家は九州の三大勢力の一角を担った
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経営最前線

代表取締役
上村 鮎子

かみむら あゆこ

流
や ぶ さ め

鏑馬で十和田ブランドを確立する

㈲十和田乗馬倶
く

楽
ら

部
ぶ

流鏑馬は、馬を走らせながら次々
と的を射る伝統的な武芸である。古
くは武士のたしなみとして、現代で
は神事として続いてきたが、長らく
担い手は男性に限定されていた。

そんな流鏑馬を女性も楽しめるス
ポーツとして競技化したのが、青森
県十和田市の㈲十和田乗馬倶楽部で
ある。女性騎手による「桜流鏑馬」
とともに成長する同社の歩みをうか
がった。

魅力あふれる新南部馬

同社の特徴は、約40頭いる乗用馬

のほとんどが和種系、つまり日本の

在来種の血をひいていることである。

多くの乗馬クラブは洋種の馬を中心

に飼育しているが、同社はあえて和

種系を選んでいるという。和種系の

方が小型なため、乗る人が高さから

感じる恐怖心を小さくできる。身長

が低い人や障害のある人にとっても

比較的乗りやすいことから、多くの

人に馬との触れ合いを楽しんでもら

えると考え、和種系に特化した。

なかでも活躍しているのは、地元

の北里大学と協力して開発した「新

南部馬」である。小さくて丸っこい

体形で、乗ったときの揺れが少なく、

性格は人懐こい。

開発の理由は、十和田市の馬文化

を後世に残したいと考えたからだっ

た。十和田市は古くから馬の産地と

して知られており、明治時代には軍

馬の育成所もあった。しかし、近代

化が進むと、それまで移動や農作業

に重宝されていた馬は自動車や農耕

機にとって代わられた。

馬を身近に感じてもらうにはどう

すればよいか。同社は、馬をレジャー

や観光に活用することを考えた。そ

こで、馬の扱いに慣れていない人で

も気軽に乗れるよう、小柄で温厚な

新南部馬を生み出したのだ。

この馬を中心に和種系の馬をそろ

えたことにより、乗馬レッスン以外

のサービスを充実させることができ

た。周辺の十和田湖や八甲田山など

を馬に乗って散策する外乗りや、流

鏑馬などである。

特に人気なのが流鏑馬だ。全体で

400人いる会員のうち約7割が、騎

乗と弓の使い方を学べる流鏑馬会員

である。つまり、流鏑馬を目当てに

多くの会員が集まっているわけだ。

集客のきっかけとなったのは、桜流

鏑馬というイベントだった。

女性が射手の流鏑馬競技会

桜流鏑馬とは、2004年から毎年

4月に開催している、女性騎手による

《企業概要》

代 表 者 上村 鮎子
創 業 1993年
資 本 金 300万円
従業者数 9人
事業内容 乗馬サービスの提供
所 在 地 青森県十和田市三本木佐井幅115-2
電話番号 0176（26）2945
U R L https://towada-joba.com
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経営最前線

演武で観客を魅了する代表の上村さん

流鏑馬の競技大会である。桜並木の

下を、華麗な衣装を着た女性が和種

系の馬に乗り、次々と的を射る。躍

動感があって見応え十分のイベント

だ。花見の観光客で会場には多くの

人が集まるため、的中のたびに大い

に盛り上がるそうだ。

桜流鏑馬の始まりは、十和田市か

ら「馬を使ったイベントができない

か」と打診を受けたことだった。乗馬

というと乗る人が楽しむものであっ

たが、同社は見る人にも楽しんで

ほしかった。加えて、乗馬の世界は

女性の方が多いことから、女性騎手

を主役にしたいとも考え、結果とし

て女性による流鏑馬にたどり着いた。

運営の中心となったのは、現在代

表を務めている上村鮎子さんである。

上村さんは、2003年、盛岡八幡宮に

いた南部流鏑馬の師範に弟子入りし

技術を学んでいた。盛岡八幡宮の祭

礼で奉納を行ったこともあった。

大会を始めた当初は、女性が流鏑

馬を行うことに反発もあったが、地

域活性化や和種系の馬の活用といっ

た目的をホームページやSNSなどで

地道に周知することで、反発の声は

次第になくなっていった。また、魅

力的な大会となるよう、乗馬体験会

やグッズ販売など、毎年新たな催し

を少しずつ増やしていった。

運営に当たって特に注意したのは

安全である。一度でも事故を起こし

てしまうと、次は開催できなくなる

かもしれない。そこで、ヘルメット

の着用を促したり、大会前に技術指

導を選手に行ったりするなど、安全

には十分配慮した。

当初、従業員5人の騎手だけで始

めた桜流鏑馬は、2022年には10歳

代から60歳代まで36人の騎手が参

加する大会に成長した。県外からの

参加者も多く、米国やオーストラリ

アなど海外出身の人もいる。来場者

も国内外から集まり、年々増加して

いる。地域住民から「春になったら、

桜流鏑馬を見に行きたい」と言われ

るようになったうえ、ふるさとイベン

ト大賞を受賞するなど、全国でも評

価されるようになった。

加えて、同社の年商は、流鏑馬を

始める前と比べ10倍以上になった。

流鏑馬を競技として確立させるため

努力した結果といえる。流鏑馬初心

者向けの教本を作成したり、流鏑馬

を始めたいと考える乗馬クラブに技

術指導や馬の貸し出しを行ったりも

した。こうした取り組みにより、プ

レイヤーが増加したことが成果と

なって表れたのである。

地元の協力で 
地域を盛り上げる

和種系の馬、桜舞い散る広い土地。

そうした同社ならではの経営資源や

環境を生かしたことが桜流鏑馬の成

功や同社の成長につながった。また、

地域の人たちの助けも大きかった。

例えば、北里大学の乗馬サークル

の学生には、日常的な馬の世話や大

会運営を手伝ってもらっている。騎

手が着る服をつくるのは、地域の裁

縫サークルの方々だ。流鏑馬に適し

た女性用の和服はなかったため、騎

手の意見を反映させながら、ゼロか

ら手探りで製作してくれた。

こうした大会を陰で支える地元の

関係者に光を当てたいと、乗馬サー

クルの学生向けに流鏑馬大会を開い

たり、流鏑馬文化祭という桜流鏑馬

の歩みなどを紹介する催しのなかで、

裁縫サークルがこれまでにつくって

くれた服を展示したりもしている。

また、来場者と騎手をつなげる活

動にも精力的だ。2017年には、最優

秀賞が大会のポスターとなるフォト

コンテストを開催した。反応は上々

で、2022年は80件の応募があった。

同社には目標がある。流鏑馬と新

南部馬を二本柱とする十和田ブラン

ドを確立し、十和田市の活性化を図

ることだ。桜流鏑馬の成功により手

応えを感じつつある。だから今後も、

馬の里、十和田から多くの人の心を

射抜いていく。 （白石 健人）
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千葉県

成田市

成田市東商工会

地域の中小企業と

ともに歩む

議所との併存地区です。成田市の東

側に位置し、下
しも

総
うさ

台地のサツマイモ

をはじめとする畑作、利根川の水流

を利用した稲作やレンコンの栽培を

主力とする農業地帯です。

世界中でコロナ禍が収束に向か

うなか、成田山新勝寺や成田国際空

港のある成田市を訪れる外国人旅行

者が増え、インバウンド関連の需要

が再び高まっています。その半面、

当地区は観光資源が乏しく、思うよ

うに誘致できていない状況です。

そこで現在、地域振興の取り組み

として、公衆浴場の背景画を展示す

るギャラリー開設の計画を進めてい

ます。2021年9月に商工会運営の効

率化のために下総地区の支所を閉所

しました。その際、成田国際空港に

隣接した立地であることから、支所

会館として使われていた建物がギャ

ラリー開設の候補地として検討され

ることになったのです。

富士山風景が描かれることの多

い公衆浴場の背景画は、現在ではほ

とんど見られなくなっています。大

正・昭和時代から続く銭湯がなくな

りつつあり、背景画の描き手も減っ

ているためです。

ギャラリーには、公衆浴場に描く

のと同じ筆法で絵師がキャンバスに

描いた貴重な作品を展示します。こ

のギャラリーはこれから、多くの国

内観光客および訪日外国人旅行者を

誘致できるプラットフォームのよう

な役割を担うことになるでしょう。

当商工会としても使用していない支

所会館を貸し出すことで、余剰資産

を有効活用できます。

コロナ禍だったため、開設が遅れ

ましたが、2023年中にはギャラリー

を始動させる予定です。今後は公衆

浴場の背景画という日本独特の文化

を発信していきながら、当地区が「地

域交流の場」や「新たな観光ルート」

となるよう、地域活性化につながる

事業を展開していきます。

千葉県の北部中央に位置する成

田市は、東京駅から60キロメートル

圏内という立地です。北は利根川を

挟んで茨城県と、西は印
いん

旛
ば

沼を隔て

て印
いん

西
ざい

市と、そして東は香取市と隣

接しています。古くより成田山新勝

寺およびその門前町を中心に栄え、

成田国際空港の開港後は「国際空港

都市」として重要な役割を担ってい

るほか、北総地域の中核都市として

発展しています。

当商工会の管轄地区は、2006年の

行政合併により成田市に編入された

旧大
たい

栄
えい

町
まち

と旧下
しも

総
ふさ

町
まち

で、成田商工会

日本の伝統文化で地域活性化

成田市東商工会
経営指導員

髙
た か

木
ぎ

 一
か ず

美
み

公衆浴場の背景画を展示するギャラリーを準備中
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第 8回

目が合うポスター
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松
まつ

村
むら

 真
なお

宏
ひろ

2003年、東京大
学大学院工学系
研究科修了。博
士（工学）。現在、
大阪大学大学院
経済学研究科教授。「仕掛学」を創始し、
仕掛学の研究・実装・普及に従事。
著書は『仕掛学 人を動かすアイデアの
つくり方』（東洋経済新報社、2016年）な
ど多数あり、英語、中国語（簡体字、繁
体字）、韓国語に翻訳されている。

社会的文脈
たのだと考えられる。

社会規範とは社会的に合意された、

順守することが求められるルールの

ことである。コンビニエンスストア

やスーパーのレジの前には、並ぶ人

の立ち位置を示す足跡をよく見かけ

る。これは社会規範を目に見える形

で示したものなので、足跡の上に立

たないと列に並んでいないことが誰

の目にも明らかになる。ルールを

守っていないことを周囲に知られて

しまうので、ちゃんと並ぼうという

気持ちにさせる。

社会的証明とはほかの人々の行動

によって生み出される規範のことで

ある。お店に行列ができていれば人

気店であることがわかるし、通販番

組で「現在、電話が大変混みあって

おります」のフレーズをつければ注

文数が増える。一方で、ごみが一つ

でも捨てられるとポイ捨てが一気に

増えるし、自転車が1台でも迷惑駐

輪をすると2台目以降が急増する。

悪いことにも社会的証明が使えてし

まうことには、注意が必要である。

前回紹介した個人的文脈は何かが

起こることを期待させるものだった。

したがって、何が起こるのかがわかっ

てしまうと期待も下がってしまい、

飽きられやすくなる。一方、社会的

文脈はそういった期待を抱かせるも

のではないので、飽きられにくいと

いう違いがある。仕掛けの対象者や

仕掛けを設置する状況、促したい行

動によって、心理的トリガは適宜使

いわける必要がある。

今回は心理的トリガのうち、社会

的文脈について紹介する。社会的文

脈は、被視感、社会規範、社会的証

明からなる。

被視感とは誰かに見られているよ

うな気がすることである。人の注意

をひくことや、社会的に望まれてい

る行動を促進することが知られてい

る。本当に見られている必要はなく、

そう感じるだけでよい。

例えば、車を前から見るとヘッド

ライトが目、フロントグリルが鼻と、

顔のように見える。通行人に気づい

てもらえるよう、わざとそのような

デザインにしているのである。

筆者も被視感を利用した仕掛けを

考案したことがある。ずっと目が合

うように見えるホロウマスク錯視を

用いてポスターを作成したところ、

通行人のうち23.7％がポスターを見

てくれた。錯視のない普通のポス

ターの場合は13.4％だったので、目

が合うことによって被視感が高まっ



文化の枠を越えて根づく日本庭園の美

㈱中根庭園研究所
代表取締役所長　中根 史郎（なかね しろう）

自然の美しさを再現する

―日本庭園というと枯山水を思い

浮かべます。

枯山水が日本庭園の一つであるこ

とは確かです。ほかにも松や石
いし

灯
どう

籠
ろう

、

蹲
つ く

踞
ば い

手
ちょう

水
ず

鉢
ば ち

で日本庭園をイメージ

する人は多いです。

松は平安時代に、蹲踞手水鉢は桃

山時代にはなくてはならないものと

されました。仏教とともに伝来した

石灯籠も、桃山時代に茶庭の明かり

となりました。このように日本庭園

は仏教や神仙思想、茶の湯の文化な

どの影響を受けながら時代とともに

形を変えてきました。

ですから、象徴的なアイテムがあ

ればよい、逆にないとだめといった

ことはありません。それよりも、自

然に育まれた美しい景観を再現する

ことこそが、日本庭園の本質だとと

らえています。

例えば、水を使って川や海、石を

使って山や島を表したりします。庭

園の外に見える風景も利用します。

植物は、美しさだけでなく植える場

所で健やかに育つかを考慮して選び

ます。さまざまな要素を組み合わせ、

最善の形にするのが、日本庭園を扱

う造園家の一番の仕事だと考えてい

ます。

―思い描いた空間をつくるには、

多くの知識やスキルが必要になりそ

うです。

当社の強みは、歴史や文化的背景

を踏まえて作庭できることです。京

都で50年以上にわたり事業を営ん

日本の庭園文化は古くから独自の発展を遂げ、多くの人をひきつけてきた。日本庭園を

有する神社仏閣、料亭や旅館などが数多く集まっている京都に、庭園の美を追い求めてき

た㈱中根庭園研究所はある。これまで20カ国以上で作庭を行ってきた。どのようにして文

化の枠を越え、人々を魅了していったのだろうか。

国内の人口減少に伴い、企業が成長する手段として海外展開に寄せられる期待は大きくなっている。そうし
たなか、日本の文化や生活スタイルに根差した商品・サービスを展開して海外ファンの獲得に成功している
中小企業が存在する。本連載では、日本ならではの魅力を武器に海外市場に進出した事例を紹介する。

日本文化で世界を魅了 ―中小企業の海外展開―

《企業概要》
代 表 者 中根 史郎
創 業 1966年
資 本 金 3,500万円
従業者数 14人

事業内容 庭園の設計、施工、管理
所 在 地 京都府京都市右京区谷口唐田ノ内町1-6
電話番号 075（465）2373
U R L https://nakane-garden.co.jp
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できたことから、歴史的価値が高い

庭園の維持管理や修繕に携わる機会

に恵まれました。つくられてからの

経緯を丹念に追ったり、参考となる

書物をひもといたりしてきたことが

糧になっています。

また、当社は設計部と施工部を設

け、双方で培ったノウハウを社内に

蓄積できるようにしています。

設計部では庭園や公園緑地などの

デザインや施工計画の策定を行いま

す。実際に庭園をつくる場所はもち

ろん、周辺に足を延ばして現地を調

査します。その地域ならではの景観

の美しさをデザインに盛り込むため

です。イスラエルで作庭を計画した

ときには、2週間かけて全土を巡り

ました。

施工部では造園工事やメンテナン

スを行っています。木や石は、一つ

一つ形や表情が異なります。単に図

案のとおりに配置するだけではうま

くいかないこともよくあります。そ

のため、石積みや植栽の技術だけで

なく、美的感覚も必要です。

これまでに、国内では、大阪府の

大仙公園や島根県の足立美術館など

の庭園を手がけました。海外では、

米国のジミー・カーター大統領セン

ターやボストン美術館などの日本庭

園が代表作です。米国に限らず、欧

州やアジアなど20カ国以上で作庭

してきました。海外の案件のなかに

は、10ヘクタールを超える大規模な

ものもあります。

新天地を海外に求める

―積極的に海外展開していますが、

理由は何でしょうか。

わたしが代表になった1990年代

半ばごろから、海外展開に力を入れ

るようになりました。理由は二つあ

ります。

一つは、国内の造園需要が減って

いたからです。庭を設けない建て売

り住宅が増えていました。料亭に

あった庭園がいつの間にか駐車場に

変わっていたということもありました。

当社は大きな庭園を手がけることが

多いので、小規模な案件が減る影響

をすぐに受けるわけではなかったの

ですが、造園家の間の競争が激しく

なっていくのではないかと不安を感

じるようになりました。

もう一つの理由は、1995年に創業

者である父が亡くなり、父の知名度

で受注していた案件がなくなると懸

念されたからです。父は、京都府庁

の職員として神社仏閣などの庭園の

修理や保護活動に長年取り組みまし

た。1966年に府庁を辞め、当社を設

立したのです。確かな知識やスキル

をもっていたことから数多くの引き

合いをいただきました。その出来栄

えが評価されてさまざまな賞を受け

た結果、さらなる受注を呼び込みま

した。父が手がけた庭園の数は300

を超えます。

父がいなくなっても、手がけた庭

園のメンテナンスの仕事は見込める

かもしれませんが、新たな作庭に携

わらなければ、売り上げは先細って

しまいます。雇用を守りながら事業

を継続するには、新たに市場を開拓

する必要があったのです。

―海外では現地ならではの庭園文

化がすでに根づいていたと思います。

日本庭園が入り込む余地はあったの

でしょうか。

確かに、フランスのベルサイユ宮

殿、英国のキューガーデンズなど、

海外にも立派な庭園があります。た

だ、希少性や華やかさのある草木を

植えたり、豪華な噴水や彫像を設置

したりと、見た目の壮大さを重視し

たものが多いと感じていました。も

ちろん、そうした庭園が驚きや感動

を与えることはあるでしょう。

一方で、人の手が入っていない景

借景を生かしながら自然の美を再現
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観をめでる人も多くいます。美しい

自然に感じ入ったり、安らぎを覚え

たりするのは、日本人に限った話で

はありません。自然の景観を再現す

る日本式のアプローチは、海外でも

通用すると思ったのです。実際に、

当社が手がけた日本庭園には、多く

の外国人が訪れていました。癒やし

を与えるタイプの庭園として、文化

の壁を越えられると考えたのです。

歴史を考証した庭園づくり

―海外からの受注はどのように増

やしていったのですか。

小所帯なため、わざわざ海外に出

かけて営業活動を行う余力はありま

せんでした。

そんな当社にとって役立ったのが、

日本庭園に関する講演活動です。創

業以来手がけてきた庭園のうち、い

くつかは海外でも知られていたため、

世界中から講演の依頼が来るのです。

日本庭園の普及につながりますし、

事例として当社の庭園を紹介するこ

とでプロモーションにもなります。

聴講者は庭園や日本文化に興味のあ

る人がほとんどで、不特定多数の人

に宣伝するよりも効果的だったよう

に感じます。海外から作庭の依頼が

来るようになりました。

施主の要望に寄り添って対応した

こともプラスに働きました。ビジネ

スとしては当然のことかもしれま

せん。ただ、当社にとっては父の時

代のやり方から大きく変えたことの

一つです。

父は芸術家タイプで、自分が考え

る美を表現することに重きを置いて

いました。そのため施主の要望やア

イデアを受け入れることは多くな

かったのです。自分が良いと信じるも

のをつくりたいという思いは、わた

しももっています。ですから、わた

しの考える庭園の美と施主の希望を

両立させることを目指したのです。

―どのような要望が印象に残って

いますか。

2005年にウクライナのキーウで

作庭したときのことです。施主だっ

た資産家からの要望は今でも忘れら

れません。庭園全体を眺望する築山

上に露天風呂をつくってほしいと頼

まれたのです。あまりに奇抜なアイ

デアに、最初は抵抗を覚えました。

それが顔に出たのでしょう。施主は

「聞かなかったことにしてくれ」と、

少し寂しそうに言いました。

何とか希望をかなえつつ日本庭園

として成立させられないか考えまし

た。思い出したのが、淋
り ん

汗
か ん

茶
ちゃの

湯
ゆ

とい

う室町時代の茶会です。蒸し風呂に

入り汗を流し、茶を飲み、酒食して

楽しむ。併せて、庭の風流も楽しん

だそうです。こうした歴史を顧みれ

ば、築山の上に風呂があっても問題

ないと思いました。全体と調和する

ように露天風呂を設置することにし

ました。

ただ、珍しいことではあるため、「こ

れは日本庭園ではない」と言われて

しまうことがあるかもしれません。

そのような場合でも、日本庭園だと

説明できるよう、淋汗茶湯の歴史

的背景を記したメモを施主に渡し

ておきました。

6ヘクタールに及ぶ大庭園が出来

上がり、お披露目パーティーが開か

れました。世界的に有名な歌手や各

国の大使などが大勢招かれたのです

が、評判はとても良かったそうです。

訪れた人からの口コミで新たな取引

につながりました。

確かな品質を保つために

―海外の仕事で気をつけているこ

とはありますか。

信用できる施主なのかを見極める

ことが重要です。大規模な庭園なら、

受注増加につながったウクライナの庭園
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完成までに3年ほどかかります。仕

掛かり中の案件が施主の都合で中止

になるリスクを取り除きたいのです。

海外からの注文には、過度な負担

を強いるものがあります。例えば、

代金の支払いを工事が完了してから

にしてほしいといったものです。そ

ういった条件を出す施主の案件は、

うまくいかないケースが多いと感じ

ています。そこで、一部の前払いや、

毎月払いの条件を提示しています。

それでも任せたいと言ってくれるの

ならば、期待に応えるため一木一草

にこだわって作庭します。

―作庭後も手入れの必要があると

思いますが、どうしていますか。

庭をしっかり管理できる業者を現

地で育てています。これには苦い経

験があるからです。

話は1975年のウィーン万国博覧

会にさかのぼります。このとき、父

とわたし、職人たちの7人で会場内

に日本庭園をつくり、金賞を獲得す

るほど高評価を得ました。

15年後にその庭園を訪れると、

木々は好き放題に伸び、石組みは倒

れ、半ば廃
はい

墟
きょ

と化していました。現

地のメンテナンスを任された業者が、

どのように手をつけたらよいのかわ

からなかったからのようです。この

ことを踏まえて、海外で仕事すると

きには、手入れが少なくて済んだり

成長が遅かったりする植物を使って

みるようにしたのですが、それでも

うまくいきませんでした。

そこで、わたしはあえて日本から

職人を連れていかないようにしまし

た。現地の業者にノウハウを蓄積さ

せるため、設計の意図を伝え、施工

方法を指導することに力を注いだの

です。

完成までの間、業者の力量や本気

度をじっくり見定めます。筋が良い、

信頼に足ると感じた人には、庭園の

美しさを左右する重要な部分を担当

させて、より丁寧に指導します。知

識やスキルを吸収して、自らの手で

施工できるようになれば、メンテナン

スも十分に行えるでしょう。美しく

庭園を保つことができれば、それを

見た現地の人たちから仕事の依頼

も見込めます。当社にとって、現地

取材メモ  

ウクライナの庭園を手がけたとき、施主に雇われた庭師のなかに、ひときわ

熱心に取り組む青年がいたそうだ。仕事ぶりにほれ込んだ中根さんは、その庭

師に、施主の元に残り庭園のメンテナンスを続けるよう打診した。他方、施主

に対しては、給与を上げることや、造園の技術を高めるためドイツ留学の機会

を与えることを交渉し、実現した。協力してくれる現地の業者を大切に育てよ

うとする思いが行動に表れている。

庭園はつくって終わりではない。美しさを保つには、きめ細かいメンテナンス

が欠かせない。従って、庭園のオーナーやノウハウのない業者に任せるわけに

はいかないのである。そうなると、現地の業者に日本庭園の技術や知識を根づ

かせる必要がある。小さな企業が、世界で広くビジネスを成功させるには、進出

地域で深く協業関係を築くことが一つの解決策になるだろう。 （西山 聡志）

の業者が育つことにはメリットがあ

るのです。

当社を継いだ頃と比べ、従業員の

人数は変わりませんが、売り上げは

2倍に増えました。信頼できる現地

の業者との協業により受注への対応

力が増し、海外からの仕事は全体の

3割を占めるまでに成長しました。

これまでわたしは、日本庭園の美

しさを世界中に広げるべく第一線に

立ってきましたが、最近は少しずつ

マネジメントを2人の息子に任せて

います。息子たちは米国の大学院で

造園学を修めたり、現場経験を積ん

だりして、古今東西の庭園について

学んできました。自然の景観を再現

するという日本庭園の核はもちつつ

も、新しい感性が宿った庭園を世界

中でつくってくれると期待している

ところです。

日本文化で世界を魅了 ―中小企業の海外展開―
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新
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紀
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　1948年 広 島
県生まれ。社会
学博士。国立歴
史 民 俗 博 物 館 
名誉教授、国立
総合研究大学院大学名誉教授。NHK「チ
コちゃんに叱られる！」や日本テレビ「世
界一受けたい授業」などのテレビ番組に
出演。著書に『和のしきたり　日本の暦
と年中行事』（日本文芸社、2007年）な
どがある。

8月といえば、6日の広島、9日の

長崎への原爆投下、そして15日の終

戦という、戦争にまつわる大きな出

来事があった月です。それから78年

が経った今も世の中から戦争はなく

なっておらず、今年の5月に開かれ

た広島サミットでは、ロシアによる

ウクライナ侵攻などの国際紛争につ

いて話し合われました。

年中行事でいえば、8月はお盆の

月です。14日と15日は、日本各地

で仏壇や盆棚に先祖の御
み

霊
たま

を迎えて

まつり、墓参りをする死者供養の日

となっています。そのようなお盆の

日が、終戦の日と重なるというのは

歴史の偶然です。かつて、大勢の犠

牲者を出してしまった戦争の惨事を

思い起こす日と重なっていることは、

意味深いことといえるでしょう。

東京都の靖國神社では、旧暦のお

盆の時期に当たる7月13日から16日

に「みたままつり」が開催されます。

それはまだ戦争の傷痕が残ってい

た昭和22年（1947年）に始まった

ものです。大勢の戦没者をまつる

千 鳥 ヶ 淵 戦 没 者 墓 苑 は 昭 和34年

（1959年）に竣工しましたが、前年

の7月13日から、戦没者たちを悼

むために千鳥ヶ淵の灯籠流しが始ま

りました。8月6日には広島の元安

川で灯籠流しが、9日には長崎の浦

上川で万灯流しが催されます。それ

らは、戦争犠牲者への追悼と平和へ

の祈りを込めたものなのです。

ところで、広島平和都市記念碑の

石棺には「安らかに眠って下さい　

過ちは繰返しませぬから」という言

葉が刻まれています。誰が過ちを犯

したのか、誰が過ちを繰り返しません

と言っているのか、主語のない奇妙

な言葉です。嫌なことは忘れて水に

流し、みそぎをすればまたやり直せ

るというのは、日本人が昔からもつ

考え方といえるかもしれません。

国際社会には文化や考え方が異な

る人たちも数多くいます。そういっ

た人たちの考え方や行動の特徴を知

ることが、これからますます大切に

なるでしょう。わたしは日本の文化

や歴史を考えるうえで、およそ20年

かけてフランスの民俗行事を調査し

てきました。その一部を紹介します。

フランスの中部にオラドゥール・

スール・グラヌという町があります。

1944年6月10日、ナチス親衛隊に

よる虐殺で大勢の住民が犠牲となり、

町は破壊されました。戦後、その惨

劇の事実を記憶するために、廃虚と

なった旧市街や犠牲者の遺骨が保存

され、犠牲者の名前は墓地のプレー

トに刻まれました。そして慰霊碑と

博物館が建設されました。

事実を具体的に記憶することこそ

が死者の尊厳を守ることであり、忘

却は死者への冒
ぼう

瀆
とく

であるというフ

ランス人の考え方が強く伝わってき

ました。奇跡的に生き残った方に話

を聞くことができましたが、冷静に

事実だけを語る姿勢を徹底していま

した。事実や記憶を曖昧にせず、具

体的かつ冷静に体験した事実を語っ

てもらえたのは、貴重な調査体験で

した。学ぶことはまだまだ限りなく

あるのだという思いに浸っています。

第 62 回 終戦とお盆

日本政策金融公庫 調査月報
August 2023 No.179

46



先進的な活動をしている図書館に

授与される「Library of the Year」

という賞がある。2021年の大賞は、

鹿児島県の南端にある人口約4万人

の小さな町、指
いぶ

宿
すき

市
し

の図書館だった。

本書は、寂れつつあった図書館が活

気を取り戻す過程を、記者である著

者が紹介したものだ。

指宿図書館は、ノウハウのある民

間事業者に運営を任せる指定管理者

制度により、NPO 法人本と人とを

つなぐ「そらまめの会」が2007年か

ら運営している。そらまめの会は、

図書館を盛り上げたいと、司書と地

元市民が協力して立ち上げたボラン

ティアグループが前身だ。図書館運営

の経験がなかった数名の職員による

これまでの軌跡は、経営資源に限り

のある中小企業にとって参考となろう。

そらまめの会が自治体から運営を

引き継いでまず取り組んだのは、整

理整頓である。棚にたまったほこり

をくまなく掃除し、古くなった本は

廃棄して取りやすくした。

問い合わせにも丁寧に対応した。

一例として、職員が本を探すなど利

用者の疑問を解決する業務、レファ

レンスが紹介されている。ある日、

製造元の牧場を知りたいと古い牛乳

瓶が持ち込まれた。牧場に関する資

料はなかったが、職員は諦めずに市

内で長年事業を営む男性を調べて連

絡した。その後、さらに詳しい人は

いないかと紹介に紹介を重ねて6人

目。ついに牧場主の孫に話を聞くこ

とができ、依頼者にとても喜ばれた。

また、絵本の世界を模した装飾や

衣装で本の世界を体験してもらう

「図書館フェスティバル」や、怖い

本を読んだ後に館内を巡る「図書館

ミステリーツアー」などのイベント

も好評だ。テーマの打ち合わせや開

催の準備を市民も参加できるようし

た。すると、普段図書館を利用しな

い人も、イベントの手伝いを楽しみ

に来るようになったそうだ。

本書で紹介されている取り組みは、

決して目立ったものではない。それ

でも先進的な活動として選ばれたの

は、市民とともに歩み、学ぶ姿勢が

評価されたからだという。些
さ

細
さい

なこ

とにも手を抜かず、親身な対応で利

用者の信頼を得る。地域を巻き込ん

でイベントを企画し、図書館に興味

がなかった人にも、楽しく交流がで

きる場を提供した。そらまめの会の

運営は、現在4期目に入る。いまや

指宿図書館にとって代えの利かない

存在になっている。

多くの課題を抱えていても、でき

ることから始め、一つ一つやり遂げ

る。それが顧客の信頼を得る第一歩

になる。忙しいからと後回しにして

いることはないか。いま一度見つめ

直してみてはいかがだろうか。

 （尾形 苑子）

筑摩書房／定価880円

小さなまちの奇跡の図書館

猪谷 千香（いがや ちか）［著］
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最新　日本公庫総研  研究リポート

起業に対する関心の段階別分析から探る 
起業促進のヒント
―「2022年度起業と起業意識に関する調査」の分析から―
総合研究所 主席研究員　桑本 香梨

クローズアップ　識者に学ぶ

100年の節目に防災について考える
京都大学防災研究所附属巨大災害研究センター
教授　矢守 克也

＊一部、内閣府「日本経済2019-2020」、伊藤元重編・財務省財務総合研究
所編著『日本の国際競争力』（中央経済社、2013年）をもとに記述しています。

国際収支の発展段階説は、英国の経済学者ヂオフリー・
クローサーが提唱した、経済発展に伴い国の国際収支が
六つの段階を経て変化するという経済理論です。各段階
について、詳しくみていきましょう。
第1段階は、国内の生産能力が低く物資を輸入に頼り、
海外から資金調達をしている状態です。当然、貿易・サー
ビス収支は赤字、対外純資産残高はマイナスです。加
えて、借入金の利子の支払いで第一次所得収支が赤字、
経常収支も赤字になります。第2段階では、安価な労働
力などを武器に輸出競争力が高まり、貿易・サービス収
支が黒字に転じます。この黒字幅が拡大し、第一次所得
の赤字を補えるようになったのが、第3段階です。経常
収支が黒字になり、対外債務の返済が始まります。第4段
階では、経常収支の黒字で蓄積した外貨を投資し、対外
純資産がプラス、第一次所得が黒字になります。
しかし、国が豊かになると、生産コストが上昇し国際
競争力が低下します。そして、貿易・サービス収支が再
び赤字に転じるのが第5段階です。第6段階では、さら
に赤字幅が拡大し、経常収支が赤字になります。補塡の
ために対外純資産残高が減少していきます。
財務省によると、2022年の日本の国際収支は、貿易・
サービス収支がマイナス約21兆円、第一次所得収支が

約35兆円、経常収支が約11兆円、対外純資産残高が約
418兆円でした。これは第5段階に当たり、このままで
は、資産の取り崩しが始まるかもしれません。生産性を
向上させ輸出の拡大を図ったり、コロナ禍で減少したイン
バウンド需要を取り戻したりすることが必要です。
中小企業のなかには海外と取引をする企業が増えつつ

あります。一社一社は大きくなくても、層として厚みを
増せば日本の貿易・サービス収支の底上げにつながるで
しょう。今後もその流れが続くことが期待されています。

国際収支の発展段階説

先日、帰省した際、隣町に唯一残っていた小さなスーパー
が閉店してしまい、買い物難民が発生していることを知り
ました。わたしの地元には今のところスーパーが複数あり
ますが、急速に人口減少が進んでいるため、将来的には隣
町と同様の状況になってしまうかもしれません。

今月の研究リポートでは、今後5年以内に廃業を予定し
ている中小企業が多数あることが明らかになりました。そ
のなかにはスーパーのような地域の生活に欠かせない存在
も多く含まれます。こうした企業をどうやって残していく
かという問題は、経営者とその親族、従業員だけで考えて
も答えが出ないかもしれません。地域社会全体の問題とし
てとらえる必要があるのではないでしょうか。 （原澤）

　国際収支の発展段階説における各段階の概要

資料： 内閣府「日本経済2019-2020」、伊藤元重編・財務省財務総
合研究所編著『日本の国際競争力』（2013年） をもとに作成

（注）　「赤字」「マイナス」に網かけをしている。

第1段階 
未成熟な債務国

第2段階 
成熟した債務国

第3段階 
債務返済国

貿易・サービス収支 赤　字 黒　字 黒　字
第一次所得収支 赤　字 赤　字 赤　字
経常収支 赤　字 赤　字 黒　字
対外純資産残高 マイナス マイナス マイナス

第4段階 
未成熟な債権国

第5段階 
成熟した債権国

第6段階 
債権取り崩し国

貿易・サービス収支 黒　字 赤　字 赤　字
第一次所得収支 黒　字 黒　字 黒　字
経常収支 黒　字 黒　字 赤　字
対外純資産残高 プラス プラス プラス
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2023年版　新規開業白書
総合研究所では、長年取り組んでいる「新規開業実態調査」の結果をもとに

新規開業の動向を分析し、『白書』として毎年刊行しています。
今回は、女性の開業に焦点を当てました。長期時系列データや最新の調査結

果から、女性開業者の特徴や開業前後の取り組みのほか、女性の開業に対する
関心について詳しく分析しています。

A5判400頁 定価2,530円（税込）

脱炭素への道を拓く中小企業
―最先端の脱炭素ビジネスを追う―

脱炭素社会の実現に向け、中小企業には温室効果ガス削減に取り組むこと、
その後押しをするビジネスの担い手となることが期待されています。アンケー
トとヒアリングに基づき、中小企業と脱炭素のかかわりについて詳しく論じた
一冊です。

A5判275頁 定価 2,640円（税込）

21世紀を拓く新規開業企業
―パネルデータが映す経済ショックとダイバーシティ―

新規開業企業を5年間追跡した「新規開業パネル調査」の成果です。2001年
以降の20年間にわたるデータを用いて、開業時期が異なる四つの企業群を分析
し、経済ショックによる影響や開業の構造的な変化といった21世紀初頭の開業
の動向を探っています。

A5判392頁 定価 3,850円（税込）21世紀を拓く新規開業企業_カバー 4C

装丁

ル・アートワタナベ

日本政策金融公庫総合研究所  編集
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新規開業企業 
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